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概要書
現在、わが国には多様な事業体が存在し、これを用いることで、さまざまな事業活
動が行われている。事業を行うに当たっては、個人で行う場合もあれば、会社形態を
取る場合もあり、あるいは、組合契約を締結する場合も考えられる。このような事業
体の選択に当たり、重要な一つの決定要因となりうるのが法人税をはじめとする税制
の影響である。国内外問わずさまざまな種類のある事業体の選択に当たり、またはそ
の間での取引に当たって、現在の事業体に関する所得課税は適切であると言えるのか。
特に法人税について、どのような考え方の下で制度設計がなされ、どのように事業体
の多様化に対応していくのか、さらに海外事業体についてこれをどう考えていけばよ
いのか、これが本論文において私が明らかにしたいと考えている中心課題である。
論を始める前に、本稿が前提としている点について確認する。第１に、本稿では営
利事業体を中心として述べることとし、公益法人や公益信託等の非営利事業体につい
ては基本的に取り扱わない。第２に、事業体の活動という点で、組織再編やグループ
法人税制、連結納税制度等、他の企業との共同事業とそれに伴う税制の重要性が増し
てきているが、多様な事業体についての検討を行いたいという点から、これらの制度
については取り扱っていない。また、第３に国際課税について、これも近年その重要
性が非常に増しているところであるが、本稿では主に国内の税制について中心に取扱
い、外国事業体についても、基本的には国内から見てどのように考えるのかという点
にテーマを絞り考察していく。
本稿においては、まず第１章において法人税の意義をどう捉えるかという点につき、
代替課税説と独立課税説という２つの考え方からその内容や論点について検討してい
る。そこでは日本の法人税制がどのような経過をたどったのかを踏まえた上で、代替
課税説における所得税と法人税の統合の議論、独立課税説における法人税の課税根拠
論を検討している。その後、これらの議論を受け、租税の中立性と「導管性」概念を
中心とした税制の捉え方について紹介し、この考え方をもとに以下の国内・国外事業
体について考察を進めていく。
第２章においては、法人（特に会社）、組合、匿名組合、信託といった国内の事業形
態について検討している。その私法上の取扱い、税務上の取扱いを見た上で、その事
業体の税務上問題となっている点や、第１章で検討した導管性概念を踏まえどのよう
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な点が問題となり得るかという点を中心に検討してみたい。
最後に第３章においては、外国事業体について、特に米国事業体の「法人」該当性
を中心に、我が国における外国法人の私法上・税務上の取扱い、問題点とその対応に
ついて判例等を踏まえ検討していきたい。
本稿の締めくくりとして、「おわりに」には、それまで検討してきた法人税の意義・
課税根拠論や国内・外国事業体に関する課税の考え方を踏まえ、主張をまとめ、これ
からの課題について述べたいと思う。
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凡例（本稿記載の法令・通達は、2011 年 9 月末日現在のものに依っている）
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法法 法人税法
法施令 法人税法施行令
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法基通 法人税基本通達
所法 所得税法
所基通 所得税基本通達
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措令 租税特別措置法施行令
民 民法
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一般法人法 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
商 商法
会 会社法
信 信託法
公益信託法 公益信託ニ関スル法律
民訴 民事訴訟法
投組法 投資事業有限責任組合契約に関する法律
有組法 有限責任事業組合契約に関する法律
資産流動化法 資産の流動化に関する法律
投信法 投資信託及び投資法人に関する法律
SPC Special Purpose Company：特定目的会社（資産の流動化に関する法律
に基づき設立された社団）
GPS （米国）General Partnership
LPS （米国）Limited Partnership
LLC （米国）Limited Liability Company
記載例
『措法令 39 の 31Ⅴ』 → 租税特別措置法施行令 39 条の 31 第５項
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はじめに
現在、わが国には多様な事業体が存在し、これを用いることで、さまざまな事業活動が
行われている。事業を行うに当たっては、個人で行う場合もあれば、会社形態を取る場合
もあり、あるいは、組合契約を締結する場合も考えられる。このような事業体の選択に当
たり、重要な一つの決定要因となりうるのが法人税をはじめとする税制の影響である。国
内外問わずさまざまな種類のある事業体の選択に当たり、またはその間での取引に当たっ
て、現在の事業体に関する所得課税は適切であると言えるのか。特に法人税について、ど
のような考え方の下で制度設計がなされ、どのように事業体の多様化に対応していくのか、
さらに海外事業体についてこれをどう考えていけばよいのか、これが本論文において私が
明らかにしたいと考えている中心課題である。
論を始める前に、本稿が前提としている点について確認する。第１に、本稿では営利事
業体を中心として述べることとし、公益法人や公益信託等の非営利事業体については基本
的に取り扱わない。第２に、事業体の活動という点で、組織再編やグループ法人税制、連
結納税制度等、他の企業との共同事業とそれに伴う税制の重要性が増してきているが、多
様な事業体についての検討を行いたいという点から、これらの制度については取り扱って
いない。また、第３に国際課税について、これも近年その重要性が非常に増しているとこ
ろであるが、本稿では主に国内の税制について中心に取扱い、外国事業体についても、基
本的には国内から見てどのように考えるのかという点にテーマを絞り考察していく。
本稿においては、まず第１章において法人税の意義をどう捉えるかという点につき、代
替課税説と独立課税説という２つの考え方からその内容や論点について検討している。そ
こでは日本の法人税制がどのような経過をたどったのかを踏まえた上で、代替課税説にお
ける所得税と法人税の統合の議論、独立課税説における法人税の課税根拠論を検討してい
る。その後、これらの議論を受け、租税の中立性と「導管性」概念を中心とした税制の捉
え方について紹介し、この考え方をもとに以下の国内・国外事業体について考察を進めて
いく。
第２章においては、法人（特に会社）、組合、匿名組合、信託といった国内の事業形態に
ついて検討している。その私法上の取扱い、税務上の取扱いを見た上で、その事業体の税
務上問題となっている点や、第１章で検討した導管性概念を踏まえどのような点が問題と
なり得るかという点を中心に検討してみたい。
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最後に第３章においては、外国事業体について、特に米国事業体の「法人」該当性を中
心に、我が国における外国法人の私法上・税務上の取扱い、問題点とその対応について判
例等を踏まえ検討していきたい。
本稿の締めくくりとして、「おわりに」には、それまで検討してきた法人税の意義・課税
根拠論や国内・外国事業体に関する課税の考え方を踏まえ、主張をまとめ、これからの課
題について述べたいと思う。
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第１章 法人税の課税根拠論・統合の議論
１．総説
法人税の性質及び課税根拠として、大別して２つの考え方があるとされる。１つには「法
人税は所得税とは全く別の独立した課税である」という考え方（独立課税説）であり、も
う１つには、「法人税は所得税の前取りである」とする考え方（代替課税説）である。
前者の考え方（独立課税説）は、アメリカが採用している方式であり、法人税はあくま
で所得税とは別個の独立した課税と考えるため、基本的に所得税との関係においては統合
の必要性は無いとするのがこの説の帰結となろう1。一方で、後者の考え方（代替課税説）
によると、法人課税について、法人利益について法人税が課された上に、そこから分配さ
れた配当が配当所得として、個人所得税が課される点、反対に、個人事業や組合形態で行
われた事業については、収益について個人や組合員の段階で 1 回のみの課税がなされてい
るという点で税負担の公平性を害しているとされる。このため、事業を行うに当たり法人
形態を選択した場合には、このような二重の課税を排除あるいは軽減するために、法人税
と所得税の統合の措置がこの説の下では考えられている。わが国でもシャウプ勧告の影響
の下、代替課税説の立場を採った税制が敷かれていたが、その後の税制は大きく変遷して
いる。また、近年事業体をめぐる様々な法改正が行われたことで、法人税をどのように考
えるのかという問題は古くて新しい問題となってきているように思われる。以下では、日
本の法人税制がどのような変遷をたどってきたのかを概略し、それぞれの説に基づく考え
方を検討してみたい。
２．日本の法人税制の変遷2
⑴ シャウプ勧告以前の法人税制
我が国においては明治 20 年に所得税が創設され、明治 32 年の所得税法の改正によって、
法人所得に課税が行われることが明確になった3。当時の所得税法においては、所得を３つ
1 ただし、将来にわたり二重課税制度が維持継続されるかどうかは、政府による経済政策、他
国との税制との関係等によりその時々に判断される問題であり、また、株価対策・国際競争力
確保等のために一時的、あるいは恒久的に二重課税排除の措置が行われることも考えられうる。
参考：伊藤公哉『アメリカ連邦税法（第３版）』（中央経済社・2005 年）389 頁
2 以下、品川芳宣「法人税性格論の史的考察」税大ジャーナル 2008 年 2 月号 28-38 頁、金子
宏『租税法（第 16 版）』（成文堂・2011 年）265-268 頁、を参考としている。
3 朝長英樹「法人所得の意義と法人税の納税義務に関する基本的な考え方」税大論叢 51 号 324
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に分類した上で、その第１種所得を法人所得に、第２種を公社債の利子に、第３種をその
他の個人所得に分類した上で、第１種所得には 2.5％の比例税率による課税がなされてい
た。この第１種所得について、法人が計上した利益に 2.5％の所得税が課され、その後株
主に分配された利益については非課税とされていた。このため、これをもって第 1 種所得
課税の性質は「株主の所得税の前取り」と捉えることができるものと思われる4。
その後、大正 9 年には国内における第１種所得を４区分し、①資本金額基準の超過所得、
②留保所得、③配当所得、④清算所得とした上で、超過所得、留保所得について累進税率
が適用されることとなった。この税制下では、法人からの配当を個人の所得として、その
60％に課税がなされており、いわゆる法人・株主段階での二段階課税がなされていたもの
といえる。
昭和 15 年には、法人税法が独立して設けられ、また、個人の受取配当の 90％に対して
課税がなされることとなった。法人所得税が設けられた明治の時期と比べると、法人税は
独立課税としての性質が強くなってきたものと捉えられよう。
⑵ シャウプ税制
戦後の昭和 24 年にシャウプ勧告が出され、昭和 25 年には抜本的な税制改正が行われた。
この勧告では「法人税は所得税の前取りである」という考え方に立ち、二段階課税の調整
を行うよう指示されており、この考え方は税制改正においてもそのまま採用されている。
この考え方の下で法人税を課税する根拠は、主に個人株主段階への課税まで法人内部に利
益を留保し、課税の繰り延べを図ることを防止する点に見出されるであろう。
配当調整に係る税制の具体的な内容は、以下のとおりである。まず、個人株主について、
法人所得に 35％の法人税を課し、個人株主に受取配当の 25％相当額の税額控除を行うこ
ととされた。所得税の最高税率が 55％とされていたため、最高税率の適用される配当所得
に関する限り、二重課税が排除される5。一方、法人株主については、「法人の受取配当等
頁
4 ただし、当時の議論（明治 32 年 1 月 12 日日貴族院所得税法改正法律案特別委員会における
政府委員答弁）を見るに、所得税の前取りとして捉えるというよりは、感情の問題（法人・株
主の二段階で課税しない方が穏やかであるという趣旨）として捉えられている面があるようで
ある。朝永前掲注 3 327 頁
5 例えば最高税率が適用される個人の場合、法人段階で 100 の所得があったときには、35 の
法人税が課され、その後個人段階の配当 65 に対しては、税率 55％の 35.75 と、25％の税額控
除 16.25 の差額 19.5 が課税されることになる。結果、法人・個人合わせて 54.5（35+19.5）の
課税がなされ、個人の最高税率 55％に近い課税が行われることとなる。このことから、二重課
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に対しては支払法人の段階ですでに法人税が課されているから、法人所得に対し何回も重
複して課税することを避けるためには、受取法人の段階でそれを法人税の対象から除外す
る必要がある」6との考慮から、受取配当益金不算入制度が導入された。
また、法人段階における留保所得についても、配当をした場合には株主である個人が課
税されるのに対し、内部留保した場合には個人段階での課税が繰り延べられることから、
留保利益に対して１％（同族会社に関しては６％）の利子の性質を持つ課税が行われるよ
うになった。さらに、清算所得課税についても代替課税の考え方から、「法人の清算所得は
株主に分配される所得であって、株主段階で課税を行えば足りる」という観点より廃止が
なされたものとされる。これに加え、シャウプ税制においては株式の譲渡所得の完全課税
が行われるようになった。これは、配当調整の問題は配当所得に課税を行えば済むという
問題ではなく、例えばその株式が値上がりしている際に譲渡した場合、配当所得を回避す
ることができ、譲渡所得についても完全課税を行うことが必要とされたためとされる。
このように、シャウプ税制においては①配当の調整、②留保利益に対する課税、③清算
所得課税の廃止、④個人段階の株式譲渡所得に対する課税を行うことにより、法人税の「個
人所得税の代替課税」としての機能を十分に発揮させ、理論的にも整理された体系になっ
ていたものとされている。
⑶ シャウプ勧告以降の税制
シャウプ税制以降の税制では、主に日本経済の高度成長等の様々な要因から、シャウプ
税制の修正が図られるようになった。まずは留保所得に対する課税が、資本蓄積を阻害し
競争力を低下させるという理由で停止され7（昭和 26 年）、昭和 28 年には、個人の株式譲
渡所得課税の廃止、所得税の最高税率を 65％に引き上げること（配当税額控除の 25％は
据え置かれた）、清算所得課税の復活等、大きな改正がなされた。また、昭和 30 年には、
普通法人の税率が二段階化され、年 50 万円以下については 35％、年 50 万円超について
は 40％の税率が適用されるようになった。株主の所得如何に関わらず、法人所得に応じて
一種の累進的な課税が行われているという点で、シャウプ税制の「法人税を所得税の前取
税が排除されているとは言える。しかし、「過不足なく」調整されているかという点について
は、0.5％分だけ、法人を用いる場合の方が税負担を軽減できるものと言えるだろう。
6 金子前掲注 2 295 頁
7 その後、昭和 29 年には同族会社に対する留保金課税制度が創設された。
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り」と考える源泉課税的性格は、ここで崩壊したものとされている8。
昭和 32 年には所得税の最高税率が 70％に引き上げられ、軽減法人税率が適用される所
得額が 100 万円に引き上げられた。また、配当税額控除については 2 段階の控除率が設け
られるようになり、配当所得のうち 1000 万円以下の所得部分については 20％、1000 万
円を超える部分については 10％とされた9。
昭和 33 年には法人税の軽減税率適用所得が 200 万円に引き上げられ、税率が軽減部分
33％と通常部分 38％に変更された。その後昭和 36 年には、支払配当軽課法が採用され、
法人所得のうち、配当に充てた部分に対する法人税率が基本税率の約 3/4 に引き下げられ
た（38％から 28％へ）。それに対応して、所得税における配当控除率も従来の 3/4 に引き
下げられた。これは、日本の法人の自己資本比率が戦前に比べ著しく低下し、昭和 30 年
代に入ってますますその傾向が顕著になったことから、このような改正が行われたものと
される。支払配当については法人所得の計算上損金算入ができないのに対し、借入金によ
って賄う場合にはその利子が損金として控除できることから、自己資本比率が著しく低下
したとする見解が強力に主張されたことが原因にあるようである。
その後、昭和 63 年 12 月の税制改正において、昭和 36 年に採用された支払配当軽課の
廃止が決定し、平成 2 年から完全実施された。これにより、わが国の法人支払段階での配
当二重課税調整は終了したものとされている。平成 2 年には同時に法人株主（25％未満支
配株主）の受取配当益金不算入が 80％に縮減され、平成 14 年にはこれが 50％に縮減され
た。
これ以降、投資事業有限責任組合契約に関する法律、有限責任事業組合契約に関する法
律、会社法の制定、信託法の改正等、新たな事業体・事業形態を創設する重要な法律が相
次いで制定・改正され、税法上もこれらの事業体に対しどのような対応を行うかが議論と
なっている。
8 品川芳宣「法人税性格論の史的考察」税大ジャーナル 2008 年 2 月号 33 頁
9 このように 2 段階の控除率を採用したのは、「税額控除方式の下では高額所得者の場合に二
重課税の排除の程度が大きいが、低額所得者になるほどその排除の程度が少なくなる」という
弊害を緩和しようとするものであったとされる。しかし、この昭和 32 年改正によって所得税
の最高税率が適用される個人であっても、二重課税は完全に排除されなくなり、シャウプ税制
の持っていた法人税率・所得税率・配当税額控除率との統一性が失われたものとされている。
参考：金子前掲注 2 266 頁、品川前掲注 8 33 頁
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３．法人税と所得税の統合10
これまで日本の法人税制の変遷を概略してきたが、ここからは、「法人税は所得税の前取
りである」とする説（代替課税説）に基づく、配当に関する法人税と所得税との統合方式
を見ていきたいと思う。方法には完全統合（complete integration）と部分統合（partial
integration）方式があり、以下の⑴・⑵が完全統合方式に、その他が部分統合方式に該当
する。
⑴ 組合課税方式（partnership method）
法人を組合とみなして、法人所得をその構成員に対し分配したように擬制して課税を行
う方式である。この方式の下では法人税は課税されず、法人の所得は全て社員の所得とし
て課税されるため、法人税と所得税の完全統合（complete integration）が果たされてい
るものといえる。（以下、このように事業体段階で所得課税がなされず、その所得の種類・
金額・時期についてその構成員にそのまま帰属する課税方式を「パススルー課税」と定義
する。）この方式についてはある程度は採用が可能であり、また法人成りした企業と個人企
業との間の税負担の公平を図るためにも適切な制度であるとされる11。しかし、法人がそ
の所得について留保した場合に、組合方式では実際に配当を行う前に構成員に課税がなさ
れることとなり、構成員の納税資金上の問題があること、また、株式を譲渡した場合には
取得原価の調整が必要となること等の複雑さ、執行困難な点があること等から、大企業に
おいては実現が困難であると考えられる。
⑵ カーター方式（Carter method）
1966 年にカナダのカーター委員会報告書において提案された方式であり、法人税を所得
税の源泉徴収された部分としてみなす方法である。具体的には、法人の所得に対して所得
税の最高税率を課税する一方、税引前の法人の所得のすべてを持株数ないし出資金額に応
じて個人株主ないし社員に按分し、算出された所得税額から法人税相当額を控除する方法
である。最高税率よりも低い所得税率が適用される株主及び社員については、法人税の還
付が行われる。この方法によっても、所得税と法人税の完全統合を図ることができるとい
10 以下、参考として金子前掲注 2 262-265 頁
11 金子前掲注 2 263 頁。また、アメリカの小規模法人である S 法人（subchapter S corporation）
については、法人所得を株主に按分して株主の所得として課税されること（組合方式）を選択
することができる。
- 12 -
える。組合課税方式の場合の問題点である、構成員の納税資金の面での問題はクリアされ
ているといえるが、しかし、株式を譲渡した場合の取得原価調整が必要な点等において、
やはり実際の運用において困難であると考えられている。
⑶ 受取配当の調整（dividend-received deduction/credit method）
この方式については、個人の受取配当についてその全部または一部を、所得控除、ある
いは税額控除する方式である。このような方式の利点としては、その簡素性にあると考え
られる。すなわち、法人税の計算は従来通り行われ、株主の所得税計算においてその額を
控除すればよいこととなるため、組合課税方式のように、株式の取得原価調整等を行う必
要はない。このため、簡易な二重課税排除措置として、わが国でも配当所得について総合
課税を選択した場合に、税額控除方式が採用されている12。
⑷ 支払配当損金算入方式（dividend-paid deduction method）
これは、法人の所得のうち、配当その他の利益の処分に充てた部分を損金に算入し、法
人税の対象から除外する方式である。（以下このような課税方式を「ペイスルー課税」と定
義する。13）この方法の下では、法人の所得のうち、配当に充てた部分については、二重
課税が完全に排除されることとなる。しかし、法人が留保した利益部分については、法人
税の課税が行われることとなり、また、その留保された利益を後に配当する場合には、法
人税の還付を行うべきかという問題も生じる。現在日本では、要件を満たす特定目的会社
（SPC）や投資法人について、その配当可能所得の 90％超を配当した場合に、支払配当の
損金算入が認められている（措法 67 の 14、67 の 15）。
⑸ 二重税率方式（two-rates or split-rate system）
12 しかし、現行所得税法の配当控除では、配当所得額の 5％ないし 10％までの控除しか認め
られておらず（所 92）、所得税の税率によっては、二重課税の排除の程度が過剰あるいは不足
となる場合がある。さらに、確定申告不要制度（措法 8 の 5Ⅰ）や上場株式の分離課税を選択
した場合には、配当控除は適用されない。このため、現行制度においては部分的にしか統合が
行われていないものといえる。この制度はむしろ、投資優遇政策の一環として捉えられている
向きもある。参考：水野忠恒『租税法（第４版）』（有斐閣・2009 年）319 頁
13 その名の通り支払通過型の課税方式であり、支払われた配当が損金に算入されることにより、
配当・分配金として支払った部分につき法人税が課されないものをいう。前述のパススルー課
税とは異なり、まず事業体段階でその所得が帰属する。「パススルー課税」の用語が多義的に
用いられることがあるため、このように定義を設けた。
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我が国において、昭和 36 年から平成 2 年まで採用されていた方式であり、法人所得の
うち、配当に充てた部分に対して、通常の法人税率よりも低い税率を適用するものである。
上記の⑷と同様、支払配当軽課の方式であるといえる。問題点としては上記⑷と同様に、
法人が留保した所得に対する取扱いをどのようにすべきかという点が挙げられるだろう。
⑹ 法人税株主帰属方式（imputation method / gross-up method）
今日ヨーロッパ諸国で主に採用されている制度である14。前述の受取配当の税額控除方
式を改良した方法であり、受取配当とそれに対応する法人税額の全部または一部に相当す
る金額を個人株主の所得に加算し、算出された税額から上の加算した金額を控除する（控
除しきれない部分がある場合には還付する）方式である15。
法人所得のうち、内部留保された部分については所得税との統合が行われないこととは
なるが、支払われた配当に関しては配当二重課税が軽減され、個人の所得税率によって課
税がなされることとなる。株主の受取配当にかかる法人税部分を、株主の所得に帰属させ
ること（グロスアップ）に特色がある。
４．代替課税説における「法人税」の意義
「法人税は所得税の前取りである」という考え方を貫けば、どのような組織であれ、完
14 現在ではイギリスにおいて部分的に採用されている。イギリスの部分的インピュテーション
方式では、受取配当にその 1/9 を加えた額を課税所得に算入し、算出税額から受取配当額の 1/9
を控除する方式が採られている。従来は 100％インピュテーションを採用していたドイツ・フ
ランスであるが、ドイツは 2000 年の税制改正において、受取配当の 1/2 を控除する制度に移
行した。さらに、ドイツでは 2009 年から、利子・配当・キャピタルゲインに対する一律 25％
の申告不要（分離課税）制度が導入されたことに伴い、個人株主段階における法人税と所得税
の調整が廃止された。フランスでは 2004 年に、ドイツ方式へと移行し（受取配当の 40％を控
除する方式）、2009 年から、総合課税と分離課税の選択制が導入され、分離課税を選択した場
合には、法人税と所得税の調整は行われないこととなった。
参考：財務省 HP「主要国の配当に係る負担調整に関する仕組み：財務省」
http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/financial_securities/risi04.htm
15 例えば法人が 100 の利益を獲得し、法人税率が 30％、残額の全て（70）を配当した場合に、
個人が支払うべき、あるいは還付される税金の額は、その個人の所得税率によって決定される。
計算としては、配当額（70）に法人税額（30）をグロスアップした上で、各株主の限界税率を
もとに仮の税額が決定される。例えば①限界税率が 40％の個人については、100×40％＝40
が仮の税額となり、法人税額 30 を控除した 10 が支払うべき税額となる。一方、②株主の限界
税率が 10％である場合には、100×10％＝10 が仮の税額となり、法人税額 30 を控除した△20
について、理論上は還付がなされることとなる。
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全統合方式（組合方式等）によって個人に所得を帰属させることが素直な解決となるとい
える。しかし、前述の通り組織の形態によっては、完全統合方式を採用すると執行コスト
が課題となり、また、そもそも執行自体が困難であることも予想される。そこでそのよう
な場合に個人所得税の代替として、組織の段階でいったん「法人税」を課すことが便宜に
かなう。このことから、代替課税説における法人税の意義は、「完全統合方式を採用した時
の執行コストが過大、あるいは執行不可能である場合に、事業体段階で課税する」という
点に求められ、このような基準によって課税ルールを設けることが理にかなうこととなろ
う。しかし、この基準は執行可能性や執行コストという租税政策上の考慮によって判断を
行っており、法人格や法主体性といった私法上の概念から出発し、そこから課税の対象と
するか否かを考えるやり方とは一線を画した方法であると指摘される16。その執行の困難
さの程度をどこで線引きし、完全統合方式と法人税課税のどちらを適用するのかという問
題も生じるであろう。
さらに、代替課税説の問題点としては、法人税が所得税の前取りとした場合に、その法
人税の全額を株主が負担しているのかという点が挙げられる。いわゆる法人税の転嫁の問
題である。たしかに、法人は株主によって構成されるものであり、法人税は配当可能利益
を減少させるものであるが、しかし、法人はその税負担を賃金を下げることによって労働
者に転嫁するかもしれないし、販売価格を上げることによって、消費者に転嫁するかもし
れない。このように法人税の転嫁が見られるとするのであれば、それは所得税の前取りで
はなく、実質的に賃金税、あるいは消費税の性質を帯びてくるものであり17、その限りで、
代替課税説の根拠を失ってしまうこととなる。
また、シャウプ勧告以降の日本の税制の変遷や、ドイツ・フランス等ではインピュテー
ション方式が廃止されたこと等を踏まえると、近年の先進国の税制においては、あくまで
も個人所得税を出発点とした法人税の捉え方（代替課税説）から、法人税に独自の意義（法
人はそれ自体に法人税を課税される根拠がある）を見出す考え方（独立課税説）にシフト
しているように思われる。これは、歳入不足にあえぐ現代の国家財政において、独立課税
説に立つ方が容易に税制を構築しやすいためではないかと推測される。確かに、個人所得
税を課すまでの課税の繰延べを防止するという点は、法人税の重要な存在理由となるもの
16 増井良啓「多様な事業組織をめぐる税制上の問題点」フィナンシャル・レビュー69 号（2003
年）106 頁
17 岡村忠生・渡辺徹也・髙橋祐介『ベーシック税法（第３版）』（有斐閣・2008 年）174 頁
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と思われるが、現代において、法人税と所得税の統合の政策目的がいわゆる二重課税の排
除それ自体に求められるのではなく、それによる投資の促進、株式市場の活性化等を図る
ことにあると見られること18などからも、法人税の意義は、個人所得税から出発する考え
方よりも、法人独自の課税理由があると考える方が、現実に即しているようにも思われる。
これより以下では議論の軸を独立課税説に置いた上で、その内容を検討することとする。
５．法人税の課税根拠
「法人税は所得税とは全く別の独立した課税である」という独立課税説の立場に立つと、
法人は法人であること故に、所得税とは別の税金（法人税）の納税義務を負うものと考え
ることができる。法人であることにつき、課税がなされるのはどのような根拠に基づくも
のであるのか。R.グードによると、⑴利益説または特権説、⑵社会費用の配分、⑶負担能
力、⑷社会統制等の説を挙げて、独立課税説の根拠としている19。ここでは現行法におけ
る法人税の課税根拠について、これらの観点から検討してみたい。
⑴ 利益説・特権説
法人は国家から法人格を付与されることにより、株主の有限責任、永続的生命、所有権
の簡易な譲渡、広範な資金源、株式会社間の合併の可能性等の一般的・個別的な利益・特
権を享受することができる。その利益・特権の対価として法人税を捉える、いわゆる応益
原則を基本とした考え方である。以下ではこれを少し掘り下げ、法人が取得するどのよう
な利益・特権が法人税の課税根拠となりうるのか、具体的な例を挙げて検討してみたい。
① 有限責任
まず多くの法人（特に株式会社）が持つ性質としては有限責任性が挙げられる。株式会
社においては、たとえ経営者が事業に失敗して倒産したとしても、株主有限責任から、株
主は出資額以上の責任を負わない（会 104）。国は制度としてこのような株式会社制度を認
めており、その利用の対価として、法人税を課してもよいのではないかと主張できそうで
18 金子前掲注 2 263 頁
19 R.グード（塩崎潤訳）『法人税』（中央経済社・1959 年）31-47 頁。また、以下この分類に
ついて、品川芳宣『課税所得と企業利益』（税務研究会出版局・1982 年）79-88 頁を参考とし
ている。
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ある。しかし、例えば合名会社や合資会社には無限責任社員が存在するが、株式会社と同
様に法人税の納税義務を負っているし、一方で、有限責任事業組合においては、全構成員
が有限責任であるにもかかわらず、法人税の納税義務を負ってはいない。このため、現行
法においては、このような考え方の下での制度設計はなされていないものと考えられる。
通常、株主が有限責任であることに対するリスクは債権者等が負うものとされるため、国
がその負担を一義的に負っているわけではない。このことからすると、社員の責任に応じ
て法人税の納税義務を負うとするのは法人税の課税根拠としては弱いようにも思われる。
② 出資持分の流動性
特に大規模な株式会社等では、安定した証券市場が存在することで、株式の投資、資金
調達等に関する様々なコストをそれが無い場合と比べて削減でき、市場を国が維持・管理
していることに対する対価として法人税を捉えることができるかもしれない。しかし、こ
れは上場企業については当てはまるが、他の閉鎖会社についてはあてはまらず、また、社
債権者に対しては、同様に市場を利用しているにも関わらず、その支払利息には損金算入
が認められている。このような点から、現行制度においてはこの考え方が貫かれてはいな
いといえる。
③ 内部留保機能
法人は事業により得た利益を配当するか、内部留保することができる。この内部留保機
能を利用する対価として法人税を課すという考え方もできそうである。実際に信託課税に
おいては、未分配利益が信託元本総額の 2.5％以下である等の要件を満たしている受益証
券発行信託の場合（特定受益証券発行信託）に、受託者段階での課税（法人課税信託）は
行われず、受益者が分配金を受領した段階で受益者に課税される。さらに、法人課税がな
される特定目的会社や投資法人、法人課税信託の一部（特定目的信託、投資信託）につい
ても、ペイスルー課税が行われるのには 90％以上の配当を行っていることが要件となって
いる。内部留保を行って課税の機会を繰り延べるのを防止するために、法人税の課税があ
るとするのは主に代替課税説からの法人税課税の根拠となるが、独立課税説（利益説・特
権説）からも、「内部留保機能を利用する対価」として、法人税課税があるものと考えるこ
ともできるのかもしれない。
しかし、一般の法人については、利益を全額配当しようと内部留保を行おうとその所得
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について同率の法人税が課され、さらに別に留保金課税制度が設けられていることなどを
考えると、内部留保機能の対価、あるいは課税繰り延べのための法人税課税といった考え
方が完全に貫かれているとはいえないように思われる。
④ 登記・登録
法人は登記を行い、その本店または主たる事務所の所在地や社員構成について公示を行
う。この登記制度利用の対価として、法人税を捉えることができないだろうかという考え
である。しかし、投資事業有限責任組合や有限責任事業組合についても登記が求められて
おり（投組法 4、有組法 8）、さらに、商業登記を行うに際しては登録免許税という別の租
税が課されることを考えると、このような考え方は採りづらいと思われる。
⑤ 営利目的
法人税は営利事業に係る所得に対して課税がなされ、公益性を有する事業等に関しては
非課税であったり、課税の減免がなされたりしている。この点から営利（私益）事業を行
うための対価として、一種の営業税として法人税を捉えることができないかという考え方
である。しかし、組合形態で行われる事業についても営利事業ということができ、さらに
極端に言えば、この考え方の下では個人事業を行う者についても法人税課税がなされるこ
ととなるという点から反論がなされるだろう。
⑥ 所有と経営の分離
組合形態のうち、特に有限責任事業組合は共同事業を行う事業体であるといえ（有組法
13Ⅰ）、対照的に株式会社については、株主が経営を行うのではなく、取締役が経営を行
うものとされる（会 331Ⅱ本文）。株式会社制度を用いることで、経営の意思も能力もない
者（株主）が、その資金を結集しリターンを得ることができるものといえ、このように所
有と経営が分離された制度を利用する対価として法人税を捉えることもできそうである。
しかし、投資事業有限責任組合については無限責任組合員が業務執行を行い、有限責任
組合員は基本的に経営に関わることはないこと（投組法７Ⅰ、９Ⅲ）、また、法人であって
も持分会社は原則として全社員で業務執行を行うこととされていること（会 590Ⅰ）、株式
会社であっても閉鎖的な会社形態が認められていること（会 331Ⅱ但書）等を考えると、
現行制度において法人税課税の根拠として十分なものとは認められないように思われる。
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⑦ 権利能力
私法上、法人に権利能力が認められることによる効果として、自然人とは別に私法上の
権利義務の主体に立てるという点が挙げられる。これにより、個人とは別に独立して契約
の当事者となることができ、また、所有権の主体となることができる。特に所有権につい
ていえば、例えば、組合形態での物の所有形態は共有（いわゆる合有）であり、権利能力
なき社団の場合も共有（いわゆる総有）となり、不動産等の登記名義を組合名義あるいは
権利能力なき社団の名義にすることはできない。これに対し、法人であれば法人名義で不
動産の登記ができ、法人自体をその物の所有者とすることができる。このような点は法人
制度の根幹となる点であり、利益説・特権説においても法人が受ける利益の中心的なもの
として位置づけることができるだろう。ただし、後述するように、なぜ「所得」に対して
課税を行うのかという点に対しては別個の吟味が必要であると考えられる。
⑧ 訴訟上の当事者能力
上記の権利能力に関連して、訴訟上の当事者能力につき、裁判制度を利用できる対価と
して法人税の課税根拠を捉えることができるのかもしれない。法人は自然人と同様当然に
訴訟上の当事者能力を持つと解される（民訴 28）。
しかし、組合であっても代表者の定めがある場合には当事者能力をもつとされ20、法人
に限られたものではない。そもそも当事者能力は権利能力を基本としつつも、その基準は
訴訟法独自の判断で決定される事柄21とされ、「紛争解決のため」という色彩を帯びている
ことから、これに租税法がどれほど関連しているといえるのだろうか。また、裁判制度を
利用するためには、別に裁判費用の負担をしなければならないこと（参照：民事訴訟費用
等に関する法律）等を考えると、この説は採用しづらいものといえる。
⑨ 契約上のコストの減少22
法人税の課税根拠の１つとして、例えば事業を行うに当たって各参加者間で契約を行う
場合には、その上での取引コスト（参加者間で調査・交渉・監視等を行う上でのコスト）
20 最判昭和 37 年 12 月 18 日（民集 16 巻 12 号 2422 頁）
21 上原敏夫・池田辰夫・山本和彦『民事訴訟法（第６版）』（有斐閣・2009 年）70-72 頁
22 岡村前掲注 17 180-181 頁
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が発生することとなるが、法人を設立することによって、このような取引コストを減少さ
せることができるとするものがある。すなわち、例えば 10 名での共同事業を行う場合に
は 45 個（10C2 = 45）、100 名で共同事業を行う場合には 4950 個（100C2 = 4950）の契約関
係が必要となり、参加者が増えれば増えるほどこの契約の数が増加することとなるが、法
人を設立することにより、上の例ではそれぞれ 10 個、100 個の契約関係で済むという点
である。この契約上のコストを減少させ、そうしない場合と比較してより多い利益を得る
ことができるため、このコスト減少の対価が法人税の課税根拠であるとする考え方である。
以上のように、法人が持つ様々な性質を国家からの「利益」あるいは「特権」と捉え、
その対価として法人税を課税していると考えることができるものと考えられる。その中で
も特に中心となるのが⑦の権利能力であり、その他それぞれの要素を組み合わせることに
より、法人が国家から受ける利益・特権を明確化し課税の根拠とすることができるのでは
ないかと思われる。
総括して利益説・特権説に対しては、①法人の受ける利益は、公共の利益に奉仕する手
段として法人設立を許可する政策を実行する上での、偶然的に付随するものにすぎない、
②受け取られる便益を測定することはできないから、利益説は株式会社がいかなる方法で、
いかなる程度に課税されるべきかについて何らの指針も提供しない、③株式会社の設立は
今日容易な条件ですべての人に開放されており、従って株式会社の設立を経済的価値のあ
る特権とか利益とかいうことはできないといった批判が挙げられている。これに対し、①
法人の設立の伴う利益は、すべてが公共の利益のためには還元されていないこと、②法人
が受ける個別的利益を測定することは困難であるが、この便益とかなり高い相関関係にあ
るような何らかの標準なり基準なりを拾い出すことができ、このためこの便益を正確に測
定することは必ずしも必要ではないこと、③今日では簡易に法人を設立できるようになり、
設立許可の価値を失わせてはいるが、法人が受ける利益は設立許可の価値とは別に、「法人
であること」自体に求められるといった観点から再反論がなされる。
⑵ 社会費用の配分説
これは、法人は政府から受けるサービスの対価及び企業活動に伴う公害防止等の社会的
費用を納めるべきであるとする考えである。これについても、利益説または特権説と同様
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に、応益原則にその基礎をおくものであるとされる23。R.グードは、生産の社会的費用を
2 つに分け、１つを学校教育や公衆衛生、法律の制定・執行等の公共サービスと、もう１
つを公害防止費用としたうえで、このような外部経済・外部不経済による社会費用を法人
も負担すべき場合があるという理由で、法人税の課税根拠としている。
しかし、利益説と同様に、この社会的費用と企業の受益との関係を示す指針が明確にあ
るわけではなく、また、その租税を法人の所得から支出しなければならないとする根拠に
も乏しいため、社会費用説はただ漠然と法人税を合理的なものとして理論づけるにすぎな
いものとされている。
⑶ 負担能力
現在では法人形態で事業を行っている者が大多数であり、財政上の要請に基づく租税負
担ができる能力があることから、法人に課税をなすという考え方である。この「負担能力」
については、それを個人の所得税にあるような「給付能力」や経済学上の「効用」概念に
求める見解、法人の所得の社会的有用性の相対的な低さに求める見解、法人の収益力又は
支払能力に注目する見解等がある。
⑷ 社会・経済統制説
例えば、巨大企業の活動の統制、弊害の防止を目的とした社会政策の下で、あるいは経
済政策（景気調整）のために法人税を利用すべきとする考え方である。R.グードによると、
社会政策の例として経営層の恣意的な権力を抑制することや、個人間の所得と富の不平等
を減少させること等が挙げられている。
当初、この説は、巨大企業の権利濫用、社会的悪影響を制御するために法人税を正当化
してきたものであり、その後、租税の景気に対する自動安定装置（built in stabilizer）の
機能等が注目されてきたことから、経済政策の一手段として利用することに重点を置くよ
うになってきたものとされる24。また、近年の議論として、法人の力（Corporate Power、
例えば多国籍企業の政治力、経済力、市場支配力など）が現実に存在し、そのような力は
制限されるべきとの考え方から、法人のマネージメントの力を制限するための規制手段と
23 品川前掲注 19 83 頁
24 品川前掲注 19 86 頁
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して法人税法を根拠づける考え方が主張されている25。
⑸ 小括
以上、独立課税説の下で、法人税を正当化する論拠を挙げて来たが、これらの各説は必
ずしも有機的に結びついて独立課税説を正当化するものではなく、さらに、各説が相互に
矛盾しあう場合も考えられる。しかし、一つの説をもって法人税を正当化できないから、
あるいは矛盾するからという理由をもって、直ちに独立課税説が否定されるものではなく、
むしろ、各説を適切に相互補完することにより、独立した法人課税の正当化を強固にする
ことができるものと考えられる26。
６．法人税は「所得」に対して課されるべきか
これまで、独立課税説に立って、法人税の課税根拠とされるものを挙げて来たが、これ
らの根拠をもって「法人に対して」課税を行うことの正当性をある程度は説明することが
できるように思われる。しかし、その課税がなぜ「法人の所得に対して」課されるのかと
いう点は、別個の議論が必要であるように思われる。例えば、法人税の課税根拠を利益説・
特権説に求めた場合、程度の差はあれ、全ての法人が法人であることから来る利益・特権
を享受しており、法人の所得に依らずとも、法人人頭税のようなものを課税ベースとして
もよいものと考えられる。また、課税根拠を法人の負担能力に求めた場合も、負担能力を
どのように解するのかにもよるが、保有資産額に応じた課税や、また、消費や付加価値に
対する課税を行うことによっても、負担能力に応じた課税ができるように思われる。
この点につき、例えばキャッシュフロー所得税、消費型付加価値税など、現行法人税制
の「所得」を中心とした課税ベース、課税方式を代替する考え方が提案されており、注目
される。また、例えば米国財務省が 1992 年に報告した CBIT（包括的事業所得税）構想27
等、課税ベースとして所得を中心に据えながらも、現行とは異なる新たな課税方式が提案
25 岡村忠生「法人課税の意味」『新しい法人税法』（有斐閣・2007 年）57-58 頁
26 品川前掲注 19 86-87 頁
27 法人だけではなく、パートナーシップや個人事業等非法人の事業にも同じ事業体段階での課
税を行い、事業体からの配当や利益分配には個人所得課税をしないとする方式である。これよ
り、CBIT は、法人税を事業体税に拡張すると同時に、個人所得課税を排除するものであると
いえる。参考：岡村忠生「アメリカにおける包括的事業所得税構想について（資料）」税法学
509 号（1993 年）、同「法人課税の意味」『新しい法人税法』（有斐閣・2007 年）
- 22 -
されてもいる。
法人の所得がそれすなわち法人が国家から受ける利益・特権、あるいは社会費用の負担
の多寡、負担能力を示すのかどうかという点については、議論のあるところである。これ
らの要素（利益・社会費用負担・負担能力等）を直接計測することは困難であろうが、し
かし、法人所得をそれに近い数値と捉えることはできるようにも思われる。
７．小括－租税の中立性と事業体の導管性－
以上に見てきた法人税性質の議論として、独立課税説に軸足を置くのか、代替課税説に
軸足を置くのか、議論が混迷しているところである28。しかし、どちらの考え方を採用す
るにしても、税制を構築する上では「法人税」が与える投資・企業選択・財務等の企業行
動への影響を政策的に十分に考慮することが必要であると考えられる。法人税を課すこと
によって、課税上の理由のみをもって法人形態や組合形態が選択される可能性があること
（企業選択への中立性）、一般に法人について配当の損金算入が認められないことから、自
己資本による資金調達よりも借入資本を促進する効果があること（資金調達への中立性）、
配当留保の意思決定が行われやすくなること（配当政策への中立性）などの点が法人税に
つき租税の中立性を害しているものとされる29。
このような点から、独立課税説と代替課税説の一方どちらかに立つという考え方で論を
組み立てるのではなく、法人税の機能的な観点から立法上どのように考察すべきかという
点を中心に、以下論述を進めていきたい。その機能的な観点として中心としたいのが「導
管性」の概念である。これを、「ある仕組みが課税上無視されること」、すなわち、「ある仕
組みを通じて事業や投資を行う場合、その仕組みを通じないで行った場合と同等の結果が
生じる性質」のことと定義する30。このとき、法人税が課されないことや事業体段階での
28 一例を挙げるに、金子教授は 1974 年の「法人税の性質と配当課税のあり方」『所得課税の
法と政策』（有斐閣・1996 年）において独立課税説の立場を表明しておられるが、1991 年の
「法人税と所得税の統合－統合の諸類型の検討－」（同書籍収録）において、法人税の独自の
課税根拠に関する学説がいずれも十分な説得力を有していないこと等を挙げて独立課税説を
批判し、代替課税説の考え方を採用している。さらに、近年では、「法人税の性質を一元的に
規定することは困難であり、また法人税がすべて株主の負担になっていると断定することも困
難である」とし、どちらかの考え方の一方に立つような記述を行ってはいないように思われる。
金子前掲注 2 261-262 頁
29 水野前掲注 12 312 頁
30 髙橋祐介「事業体課税論」岡村忠生『新しい法人税法』（有斐閣・2007 年）64-65 頁におい
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損失が構成員に伝達されること、配当・利益分配について損金算入が認められること、事
業体段階での所得の性質が分配時に引き継がれること、その他上記の所得税と法人税との
統合手段が図られていること等が導管性を示す点であるといえる。また、法人税の税率や、
所得税の所得区分ルール・税率等によっても導管性が変化するものといえる。
この観点から法人税性質論を見るに、私が従来考えていた「法人は法人税が課されるた
め原則非導管であり、それ以外の事業体は導管である。独立課税説によるとそれは課税根
拠があるから許容され、代替課税説によると何らかの手段により統合を図らなければなら
ない」とする論は硬直的にすぎるように感じられた。それよりもむしろ法人を含むそれぞ
れの事業体に、その事業の内容、事業体の性質に応じ、さらには財政上の要請や執行コス
ト等も鑑みて、政策的に導管性の程度を調整し課税を行うことが立法論上重要であるもの
と考えた。その手段の１つとして、法人税と、各種の統合策を位置づけることができない
ものかというのが法人税性質論を受けての私のひとまずの結論である。すなわち、法人税
を導管性を制限する１つの手段として捉えた上で、課税根拠論や執行コストによる制約、
財政上の要請といった理由から法人税を課すか否か、統合の手段を採用するか否かを政策
的に判断していくことが税制構築のアプローチとして有用なのではないかと考えるもので
ある。この考え方のもとでは「法人税は個人所得税の前取りである」というよりも、個人
所得税とは別個の課税として捉えているため、すなわち独立課税説に類するものといえる
が、法人税を導管性制限のための一手段にすぎないと捉えている点がこれまでの議論と異
なる点であろう。このような考え方のもとで、上記の中立性等に配慮した税制を構築して
いく必要があるものと思われ、以下の事業体の検討においても、このような立場から考察
を進めていきたいと考えている。
て設定されている定義に寄っている。また、「非導管性」については、「ある仕組みが課税上独
立の存在とされること」、すなわち、「その仕組みを通じた事業や投資により、その仕組みを通
じないで行った場合と結果が異なる性質」と定義している。
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第２章 多様な事業体に関する私法上・税法上の考え方
第１節 総説
１．検討をはじめるにあたって
第１章においては法人税の性質論、課税根拠論を検討してきたが、この章では日本の事
業体について、法人・組合・信託等を中心にそれぞれ私法上・税法上の現行ルールを具体
的に検討してみたい。また、第１章において導入した導管性という観点から、いくつかの
事業体について考察を行っていく。
事業体を検討するに当たっては、以下現行ルール上での法人税の納税義務者を簡単に説
明した上で、各事業体の①私法上の取り扱い、②税法上の取り扱い・問題点、③導管性概
念からの検討といった３つのステップを踏みたいと考えている。このような順序で論を進
める理由は、税法に具体的規定のない概念（たとえば「法人」）については、私法からの借
用概念であると考えられ、租税法律主義の要請から特段の理由のない限りには、私法にお
けるものと同様に解すべきと考えられること31、また、③の導管性概念からの検討を行う
に当たっては、その事業体の性質・特徴を知ることが重要であり、それは主に私法が規定
しているといったことから、私法上の取り扱いをまず検討することが必要であると考える
ためである。
２．法人税の納税義務者
法人税の納税義務者について、法人税法では 4 条にその規定がなされている。その大き
な区分としては、内国法人、外国法人の別がまずは挙げられ、内国法人については、全世
界所得について課税がなされ（法法 4Ⅰ）、外国法人は国内源泉所得についてのみ課税がな
される（法法 4Ⅲ）。その他、法人税の納税義務の程度・税率に応じて、以下の５つの法人
等にグループ分けすることができる。
① 公共法人
法人税法別表第１に掲げる法人（法法 2⑤）をいう。これらの法人は法人税の納税義務
が無い（法法 4Ⅱ）。地方公共団体も、地方自治法 2 条 1 項において法人であると定められ
31 金子宏「租税法と私法－借用概念及び租税回避について－」租税法研究 6 号
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ているため、このグループに該当する。その他、国立大学法人や日本放送協会（NHK）な
どが別表１には挙げられている。
② 公益法人等
法人税法別表第２に掲げる法人（法法 2⑥）をいう。公益法人等については、収益事業
から生じた所得以外の所得については法人税が課されない（法法 4Ⅰ、7）。また、収益事
業から生じた所得についても、原則 22％の軽減税率が課されている（法法 66Ⅲ）。ここに
は医療法人や宗教法人、弁護士会や税理士会等が該当する。
③ 協同組合等
法人税法別表第３に掲げる法人（法法 2⑦）をいう。協同組合の各事業年度において生
じた所得に対する税率は、原則 22％と軽課がなされている（法法 66Ⅲ）。このグループに
は例えば、農業協同組合や商工組合、消費生活協同組合、信用金庫、労働金庫等が挙げら
れている。例えば生協については、「国民の自発的な生活協同組織の発達を図り、それによ
り国民生活の安定と生活文化の向上を期すること」を目的としたものであり（消費生活協
同組合法 1 条）、その他の協同組合についても、営利を第一義的な目的としてはいないと
考えられているため、軽減税率が適用されている。
④普通法人
①公共法人、②公益法人等、③協同組合等以外の法人をいい、⑤の人格のない社団等を
含まない（法法 2⑨）。普通法人の所得に対しては、原則 30％の法人税が課される（法法
66Ⅰ）。
⑤人格のない社団等
法人でない社団または財団で代表者または管理人の定めがあるものをいう（法法 2⑧）。
人格のない社団については法人税法上法人とみなされ（法法 3）、これに課す各事業年度の
所得に対する法人税は、収益事業から生ずる所得に対してのみ、原則 30％の税率での課税
が行われる（法法 66Ⅰ）。
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第２節 法人（会社を中心に）
１．私法上の考え方
⑴ 法人の概念
民法では、法人に関する規定が 33 条以下に置かれており、法人は法律上の規定によら
なければ成立しない（民 33 条 1 項）とされている。このように法律の規定を求めた理由
としては、法人が自由に創設できるものとすると、取引社会の安定が図られないため、す
なわち、取引の相手方を害する可能性があるためである。法人の分類として、社団と財団、
営利法人と非営利法人の別があるが、本節では主に営利法人であり社団法人に分類される
もの（主に会社）について検討していく。
具体的な「法人」の意義について、税法上に規定がないことは前に述べたが、私法にお
いてもその具体的な意義が述べられている条文はあまり無いものといえる。先に挙げた民
法 33 条において法律その他の規定によらなければ成立しないものであること（法人法定
主義）、法令の規定に従い、定款その他の基本約款で定められた目的の範囲内において、権
利を有し、義務を負うものであること（民 34）、民法その他の法令の定めるところにより
登記をするものであること（民 36）、等の規定は存在するが、具体的に何をもって法人と
するのかという点は条文上明らかになってはいない。
この点につき、私法上の議論として、「組合と社団の峻別論」というものがある。これは、
社団を法人格を与えるにふさわしい団体、組合はそうでない団体として、社会学的、経済
的な実態をもとにそれらを峻別しようとする考え方である。しかし、その峻別の基準が明
確ではないこと、現在では同族経営の会社や一人会社等が広く認められ、法人格の前提と
して社団性（団体性）が要求されているわけではないこと等から批判がなされている。現
在では法人の実態がどのような団体であるのかという点を捨象して、法人格を取得するこ
とを「選択の問題」とする考え方、すなわち「法人とは一定の目的を達成するための法技
術である」32との考え方が法人概念議論の中心となっているように思われる。
このことから、法人とは何かという問いに対する私法からの回答としては、「要件とし
ては法律の規定をもって法人とされるものであり、その効果として権利義務の帰属主体と
なることができるもの」と法人を定義することができるものと思われる。そしてある団体
（個人・財産である場合もあり）が「法人」に該当するかどうかについては、法律にその
32 内田貴『民法Ⅰ（総則・物権総論）第４版』（東京大学出版会・2008 年）225 頁
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規定があるかどうかをもとに判断がなされる33とするのが、一応の結論となろう。
⑵ 株式会社
以下では、具体的な法人形態、特に会社について検討してみたい。会社法上、「会社」は
株式会社と持分会社（合名会社・合資会社・合同会社）を指すものである（会２①）。会社
は法人であり（会３）、営利性、社団性を有する団体であるといえる34。
株式会社の特質は、これを機能的にみると①出資者による所有、②法人格の具備、③出
資者の有限責任、④出資者と業務執行者の分離、⑤出資持分の譲渡性にあるということが
できる35。①と②は会社すべてについて認められているものであり、③・④・⑤が株式会
社に特有のものであるということができる。
しかし、現在では当初商法が予定していた株式会社像とは異なる運用がなされているも
のと考えられ、それが如実に表れているのが、④出資者と業務執行者の分離と⑤出資持分
の譲渡性である。会社法の制定に伴って、従来の有限会社が株式会社に一本化され、さら
に最低資本金制度の撤廃がなされたことなどから、閉鎖的な小規模会社であっても株式会
社形態を選択することが容易となった。会社法もこれに合わせ、多様な株式会社の実態に
応じた規整を設けるようになり、公開・非公開の別、大会社・その他の会社の別に応じて
機関設計を柔軟にしている。また、株式の譲渡制限を設ける場合についても一定の規定が
なされている。一般に株式会社のほとんどが中小規模の同族経営会社であるといわれてお
り、このような会社の規模・株式の譲渡性の有無等に配慮がなされているものといえる。
33 例えば会社法 3 条、一般法人法 3 条など。
34 平成 17 年改正前商法 52 条、有限会社法１条は、「会社は営利を目的とする社団である」と
定め、会社の社団性を明記していたが、会社法ではこの規定は削除された。会社法制定前の「社
団」の意義は、大きく３つのものが考えられ、①「財団」と区別された意味での社団、すなわ
ち構成員である社員が存在する形態であること、②特定の共同目的達成のために複数人が結合
する団体であること、③契約関係によって結合する団体（組合）ではなく、団体対構成員の関
係、すなわち社員関係によって結合する（合同行為）ものが社団であるとするものに分けられ
る。このうち、一人会社の存在が持分会社についても全面的に認められたことにつき、特に②
の意味で捉えることが困難となったこと、社団に関する法律関係は法律上明定されており、社
団性を論じる実益がほとんどないことなどから、上記規定の削除に至ったものと考えられる。
神田秀樹『会社法（第 10 版）』（弘文堂・2008 年）6-7 頁、江頭憲治郎「会社の社団性と法人
性」ジュリスト増刊 会社法の争点（2009 年）8-9 頁
35 神田秀樹『会社法（第 10 版）』（弘文堂・2008 年）25 頁
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⑶ 持分会社
持分会社は、合名会社、合資会社、合同会社を指し（会 575Ⅰ）、社員の責任に応じて、
その形態が異なっている。社員の全員が無限責任社員である形態が合名会社であり（会 576
Ⅱ）無限責任社員と有限責任社員の両方から成る持分会社が合資会社（会 576Ⅲ）、有限責
任社員だけから成る持分会社が合同会社（会 576Ⅳ）である。無限責任社員は会社債権者
に対し、連帯して無限の責任を負うが、その責任には従属性36、補充性37といった特徴が
ある。一方、有限責任社員は会社債権者に対し直接の責任を負うが、その出資の価額を限
度として責任を負う（会 580Ⅱ）。
持分会社の特徴は、内部関係（社員間および社員・会社間）の規律については原則とし
て定款自治が認められその設計が自由であること、機関について株式会社のような規制が
無いこと（取締役のような機関の設置は強制されない）、社員の議決権は原則として１人１
議決権であること、持分の譲渡には原則として他の社員全員の承諾が必要であるが（会 585
Ⅰ）、投下資本の回収方法としては、出資の払戻し（会 624Ⅰ）や退社による持分の払戻し
（会 611Ⅰ）が比較的自由である（合同会社では別38）こと等の点にある39。
業務執行については、社員の責任の程度（有限・無限）を問わず、各社員が業務執行の
権利を有し、義務を負うのが原則であるが、定款で定めれば一部の社員のみを業務執行社
員とすることができる（会 590Ⅰ）。業務執行の意思決定は社員の過半数を以て行われ、（会
590Ⅱ。業務執行社員を定めた場合には、業務執行社員の過半数で決定される。会 591Ⅰ）
業務執行社員が会社を代表する（会 599Ⅰ）
２．税務上の考え方
会社は法人であり（会３）、法人税法上の公共法人、公益法人等、協同組合、人格のない
36 社員は持分会社が主張できる抗弁を以て当該持分会社の債権者に対抗できること。（会 581
Ⅰ）
37 社員は会社財産で債務を完済できないとき、あるいは会社財産に対する強制執行が効を奏し
なかった場合に責任を負うこと。（会 580Ⅰ①・②）
38 合同会社の場合、社員全員が有限責任であるため、債権者保護のための特殊な規定が設けら
れている。（債権者による計算書類の閲覧請求：会 625、資本金の額の減少についての債権者
の異議申し立て：会 627、利益配当制限：会 628 以下、持分の払戻しに関する債権者の異議申
立て：会 635 以下 など）また、出資についても、合同会社の場合は株式会社と同様に、設立
登記までに全額払込・全部給付を行う必要があり（会 578）、ここにも無限責任社員が存在し
ないことに対する債権者保護の要請が果たされているものといえる。
39 神田前掲注 35 274 頁
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社団等に当たらないため普通法人に該当する（法法 2⑨）。このため、株式会社であろうと
持分会社であろうと、法人税の納税義務者となる。特に合同会社をめぐっては、アメリカ
各州のリミテッド・ライアビリティ・カンパニー（LLC）を模して導入されたものと一般
に言われており40、税制上の取扱いが注目されたが、それが法人であることを理由として、
合同会社についても普通法人として法人所得に対して法人税課税が行われている。すなわ
ち、税制上はその法人の実態云々にかかわらず、基本的には法人格の有無をもとに法人課
税の対象となるかどうかを判断しているものといえる。
３．小括
現在の会社に対する法人税制を考えたときに、どのような形態の会社であっても原則と
して法人税が課されること、損失が構成員（株主・社員）に伝達されないこと、利益分配
について損金算入されないこと、事業体段階での所得の性質が分配の際に引き継がないこ
と等から、非導管性の性質が強い事業体であるといえる。一方、剰余金の分配について、
個人株主に対して配当控除制度（所 92）が設けられていることや、中小法人については
800万円以下の課税所得部分について軽減税率が設けられていること（法法 81条の 12Ⅱ）
等、一定の導管性を持たせている点も指摘できる。
ただ、一口に「会社」といっても、株式会社・持分会社の別や、株式会社についても大
企業から同族企業までのバリエーションがあることはこれまで見てきたとおりである。
前述の中小法人への軽減税率（法法 81 上の 12Ⅱ）等、一定の配慮がなされてはいるが、
特に合名・合資会社や、株式会社でも同族企業にみられるような閉鎖的な会社の場合、あ
まねく法人には法人税を課すことを前提とした税制でよいのかという点が問題になりうる。
これについては課税根拠や執行コスト等どのような要素に重点を置くのかという点で、そ
の税制の構築が変化することもありうると考えられよう。
例えば課税根拠の「法人が受ける利益・特権」、「負担能力」を重視した場合、小規模閉
鎖会社について、法人であることの利益・特権や負担能力等が著しく小さい場合には、法
人税を課さないとする結論に至ることも考えられよう。このような場合の税制構築方法の
一つには、「一定の要件」を満たす会社についてパススルー課税や配当の損金参入方式等、
法人税と所得税との統合手段を採用すること、法人課税・パススルー課税の選択を認める
40 例えば、金子前掲注 2 431 頁の記述を参照
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方法等が挙げられる。しかし、問題点となるのがその上記「一定の要件」をどのように設
定するのかという点である。組合と社団との峻別論に見られたように、多様な形態が認め
られる会社についてそれをある点で分断し、一方に対しては法人課税を適用し、もう一方
に対してはこれを全く適用しないといったルール設定は硬直的であるようにも思われる。
一方この点について、小規模会社であろうと大会社であろうと、「法人＝法人税課税」と
した我が国のルールの設計は明確であり、上記の税制構築上の問題点を回避することがで
きるルールであるといえる。このルール設計は主に「小規模会社であっても法人として受
ける利益・特権が少なからずあるはずだ」といった考え方や、執行コスト等の面を重視し
た場合に正当化されうるものと思われる。
多様な法人に対する課税をどのように行うかというかという点は、以下に検討する種々
の組合形態に対する課税をどのように行うかという論点と関連するものであると考えられ
るため、第４節において以上を踏まえた上で更なる検討を行うこととする。
第３節 人格なき社団
１．私法上の考え方
権利能力のない社団とは、法人格が与えられてはいないが、その性質上法人と同様に取
り扱われるべきとされる団体を指す。権利能力なき社団としてよく例に挙げられるのが、
町内会やサークル、学会、設立登記前の会社等である。
権利能力なき社団の要件とその内容は、わが国の私法上、判例理論として確立してきた
ものであり、そのリーディングケースである昭和 39 年最高裁判決がその出発点となって
いる。そこでは、権利能力なき社団の要件として「団体としての組織をそなえ、そこには
多数決の原則が行なわれ、構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続し、しかして
その組織によつて代表の方法、総会の運営、財産の管理その他団体としての主要な点が確
定しているものでなければならない」とされ、さらに、「権利能力のない社団の資産は構成
員に総有的に帰属する」と述べられている41。この「総有」とは、民法物権編にある「（狭
義の）共有」や、組合財産における「共有（分有）」よりも、より団体主義的な色彩の強い
共同所有関係を示しており、その物の利用方法の決定には、持分権を有する者全員の合意
が必要となるものと考えられている。
41 最判昭和 39 年 10 月 15 日民集 18 巻 8 号 1671 頁
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さらに、権利能力のない社団においてはその団体名義での登記を行うことはできず42、
その代表者個人の名義での登記を行う必要があり、このように不動産の登記が団体名義で
できるかどうかという点が、法人か否かの事実上最も大きな違いであるとされている43。
その他の点は、例えば社団の総有財産だけがその責任財産となり、構成員各自は、取引の
相手方に対し個人的債務ないし責任を負わないとされていること、権利能力のない社団に
ついても、代表者の定めがあれば訴訟行為は団体名で行うことができ（民訴 29）、団体自
体に当事者能力が認められていること等法人と変わらない性質を有しているものといえる。
２．税務上の考え方
人格なき社団については、法人税法上法人とみなされ（法法 3）法人税の納税義務を負
う。これは、「人格のない社団等も、実質的に法人と異ならない活動をしていることにかん
がみ、それを法人と同様に扱うことが実体に合致するのみでなく、公平に税負担を配分す
る」ことが必要だという考慮に基づくものであるとされる44。法人税法における人格のな
い社団の意義は、私法におけるそれと同様に解されており、①団体としての組織を備えて
いること、②多数決による意思決定が行われていること、③構成員が変更しても団体その
ものは存続すること、④その組織によって代表の方法、総会の運営、財産の管理その他団
体としての主要な点が確定していること、の 4 点がその要件として挙げられている45。
解釈上問題となるのは、租税法上独自の意義が人格なき社団に与えられているのかとい
う点である。上記の人格なき社団への課税理由を考慮するに、公平に税負担を配分するた
めには私法上権利能力なき社団に該当しない団体であったとしても、税務上は人格なき社
団として課税すべきとする団体があるのかという点が疑問となる。この点につき、租税法
における人格なき社団の判断については、私法における権利能力なき社団を借用したもの
であるといえ、民事法のものと同一に解釈・運用すべきであるとした判例46がある。租税
法（法令）上に特段の規定があるならともかく47、その要件について具体的な規定がない
42 最判昭和 47 年 6 月 2 日民集 26 巻 5 号 957 頁
43 内田前掲注 32 230 頁
44 金子前掲注 2 139 頁。
45 福岡高裁平成 2 年 7 月 18 日判決、最判平成 16 年 7 月 13 日民集 214 号 751 頁 など。
46 福岡高裁平成 2 年 7 月 18 日判決
47 なお、法人税基本通達においては、「多数の者が一定の目的を達成するために結合した団体
のうち法人格を有しないもので、単なる個人の集合体でなく、団体としての組織を有して統一
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以上、納税者の予測可能性を害するおそれのある解釈・運用は避けるべきである。このよ
うな理由から民事上におけるものと同様に解するべきであると考えられ、裁判所の判断は
妥当であると思われる。「人格なき社団」は、私法上の権利能力なき社団の範囲を少なくと
も拡大するものであってはならないものと考えるべきである。
第４節 組合形態
１．私法上の取扱い
法人・人格なき社団についてこれまで見て来たが、ここからは組合を利用する場合を考
えてみたいと思う。その最も基本的なもの（任意組合）は民法に規定がなされており（民
667-688）、「各当事者が出資をして共同の事業を営むことを約する」契約である（民 667）。
民法上、複数人で事業を行う場合に想定される事業体には、大きく法人と組合が考えられ
るが、前者は法人それ自体が権利能力をもつこと、後者は単に契約関係にすぎず、組合そ
れ自体に権利能力はないことが大きな違いである。
法律上の規定によらなければ成立しない法人とは異なり、契約自由の原則から、任意組
合の組成は自由に行うことができ、その契約内容も公序良俗に反しない限り自由に設定し
うるものと考えられるが、実際にはその信用力等の問題から、各種特別法により特殊な組
合形態が定められている。主なものとして、投資事業有限責任組合、有限責任事業組合、
マンションの管理組合等がある。以下では、任意組合・投資事業有限責任組合・有限責任
事業組合の３つを中心に検討していく。
これら組合形態一般にみられる性質として、主に以下のものが挙げられるだろう。まず、
組合財産一般の所有関係につき、総組合員の共有に属するものとする規定がなされている
点である（民 668、投組法 16 など）。この「共有」は物権法上の共有と同じではなく、団
体的な拘束があるために「合有」と呼ばれる48。組合の債権債務関係については、組合の
債権は各組合員の分割債権とはならないこと（民 677）や、損益分配に関し、当事者の定
された意志の下にその構成員の個性を超越して活動を行うもの」であって、任意組合・匿名組
合等は除かれるとする規定が置かれている（法基通 1-1-1）
48 これは、原則として各組合員の持分の処分はできず（持分処分は組合及び組合と取引した第
三者に対抗できない。民 676Ⅰ）、清算前に分割請求もできない（民 676Ⅱ）といった組合特殊
の規定があるためである。持分処分ができない結果、組合員に対する債権者は組合財産上の持
分を差し押さえることもできず、この意味で組合財産は組合員の個別財産から独立していると
も言える。
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めがなければ出資の価額に応じてその割合を定める規定などが設けられている（民 674Ⅰ）。
特に後者について、法人とは異なり組合の損益は各組合員に直接帰属する点、すなわち、
営利法人は利益のみを配当として分配することができるが、組合契約であれば損失もまた
組合員に帰属する点が非常に重要な点であると考えられる。また、組合員の脱退について、
やむを得ない事由がなければ任意脱退を行うことができず（民 678、投組法 11、有組法
25）また、死亡・破産手続開始決定等の事由がある場合には強制的に脱退となる非任意脱
退規定がある（民 679、投組法 12、有組法 26）点は各組合形態に共通している。
その他、組合員の変動につき、組合への加入やその地位の譲渡については、組合を通常
の契約と考えれば、契約当事者の増加又は変更であると考えられるため、新たに契約を締
結し直さなければならないものと考えられる。しかし、これでは不便であるため、民法等
に規定がなされてはいないが、他の組合員の同意により、組合への加入や組合員たる地位
の譲渡が可能であると考えられている49。
以上の３類型について大きく異なる点をまとめると、以下の表のようになる。
任意組合 投資事業有限責任組合 有限責任事業組合
根拠法 民法
投資事業有限責任組合契
約に関する法律
有限責任事業組合契約
に関する法律
組合員の責任 無限責任
無限責任組合員と有限責
任組合員（投組法２Ⅱ）
有限責任（有組法３Ⅰ）
登記 不要 必要（投組法４） 必要（有組法８）
出資
労務出資可（民
667Ⅱ）
金銭その他の財産に限定
（投組法６Ⅱ）
金銭その他の財産に限
定（有組法 11）
事業目的 制限なし
事業者に対する投資事業
のみ（投組法 3Ⅰ）
有組法７条に規定する
もの以外
業務執行 原則：各組合員
無限責任組合員が行う。
（投組法７Ⅰ）
原則：全ての組合員で行
う（有組法 13）
財務諸表作成 不要
必要＋要外部監査（投組
法８Ⅰ・Ⅱ）
必要（有組法 31）
⑴ 民法上の組合（任意組合）
任意組合は上記の３類型のうち、最も基本となる契約類型であり、民法の組合に関する
規定は各法律に準用されている（投組法 16、有組法 56）。民法上の組合に特徴的であるの
は、各組合員が無限責任を負う点50、また、これにより債権者保護がなされているため、
49 内田貴『民法Ⅱ（債権各論）第２版』（東京大学出版会・2007 年）294 頁
50 合名会社とは異なり、補充責任規定（会社財産で不足したときに社員が弁済の責任を負う。
会 580Ⅰ）は置かれていない。このため、組合債権者はいつでも各組合員の個人財産にかかっ
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有限責任組合員のいる他の形態では認められていない労務出資が認められている点（民
667Ⅱ）などが挙げられる。また、組合の業務執行について、業務執行者の定めを任意に
置くことができ（民 670Ⅱ）、他の組合形態よりも内部自治につき自由度が高いことも特徴
の一つである。
⑵ 投資事業有限責任組合
ベンチャー企業に対する投資を行う事業体として、アメリカではリミティッド・パート
ナーシップ（LPS）が用いられて成果を上げてきたとされるが、日本では民法上の任意組
合を用いてこのような事業が行われてきた。これは、組合の税制上のメリットを活かすた
めである。しかし、組合員全員が無限責任を負うこと（民 675）や、情報開示のための手
当てが十分でないこと（民 673）などから、問題が指摘されていた。そこで、ベンチャー
企業への資金供給の円滑化という政策目的実現のため、1998 年には「中小企業等投資事業
有限責任組合契約に関する法律」が制定され、さらに 2004 年にはこれが改正され、投資
事業有限責任組合契約に関する法律に改められた51。
この投資事業有限責任組合は、主に以下のような特徴を有している52。投資事業有限責
任組合は、民法上の組合契約を基礎としており、（投組法 3Ⅰ、16 等）業務執行を行う無
限責任組合員とその他の有限責任組合員から構成される（投組法 7、9）。この法律の趣旨
がベンチャー育成という点にあることから、この法律の適用される組合の事業範囲は法定
されており53、また、組合員の有限責任化から、第三者保護のための規定が設けられてい
ていくことができる。しかし、その割合は、各組合員の損失分担の割合あるいは平等の割合で
の分割債務（民 675）となるため、合名会社の社員が連帯責任を負うのとは異なる。
51 この改正の主な変更点は、投資対象が「未公開」の「中小企業等」に限定されていた旧法に
対し、企業の規模に関わらず投資対象に含まれることとなった点、投資対象が原則として株式
のみであったのが事業者に対する貸付けなども認められた点、他のファンドへの出資に対する
上限が撤廃され、また、組合員の人数制限が撤廃された点などが挙げられる。上場会社への資
金供給を行う事業再生ファンドに対するニーズの高まりを受け、事業再生ファンドのために投
資事業有限責任組合を利用できるようにしたというのが 2004 年改正の基本的な発想である。
52 大村敦志「法技術としての組合契約」潮見佳男ら編『特別法と民法法理』（有斐閣・2006 年）
196 頁
53 投資事業有限責任組合契約に関する法律 3 条 1 項において、株式・新株予約権の取得・保
有（1 号・2 号）、事業者に対する金銭債権の取得・保有（4 号）、事業者に対する金銭の貸付
け（5 号）、匿名組合契約の出資持分あるいは信託受益権の取得及び保有（6 号）、事業者の所
有する知的財産権の取得及び保有（7 号）、投資事業を営む組合等に対する出資（9 号）等の
12 事業が列挙されている。
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る54。
⑶ 有限責任事業組合
2005 年には、有限責任事業組合契約に関する法律が制定された。これは、諸外国におけ
る企業同士のジョイント・ベンチャーや専門人材の共同事業について、LLP や LLC の整
備により大きな成果を上げているという点を受けて、わが国でも①有限責任制、②内部自
治原則、③構成員課税の３つの特徴を持つ新たな事業体制度を整備し、共同事業等を促進
し新産業を創造することを目的としたものである55。
この有限責任事業組合は、民法上の組合契約を基礎としており、さらに、投資事業有限
責任組合と類似した制度設計がなされている。これらと比較して特徴的な点としては、構
成員が全員有限責任である点（有組法 3Ⅰ、15）や、全組合員が共同して事業を行うのが
前提とされている点、すなわち業務執行の決定には、原則として組合員全員の同意が必要
であり（有組法 12Ⅰ）、全組合員が業務執行権を有すると同時に義務を負うものとされて
いる点56（有組法 13Ⅰ）などが挙げられる。また、事業目的については、その性質上組合
員の責任の限度を出資の価額とすることが適当でない業務や組合の債権者に不当な損害を
与える恐れのある業務を営むことはできない（有組法 7Ⅰ）57とされている他には事業の
内容を限定する規定は無く、投資事業有限責任組合と比べて事業目的の制約は小さいもの
といえる。
２．税務上の取扱い
私法上の取扱いでみた通り、民法上の任意組合や、投資事業有限責任組合、有限責任事
54 具体的には、一部組合員の責任制限を取引相手方が知りうるように、登記制度が設けられて
おり（投組法 4、17 以下）、責任財産保全の観点から、出資は金銭その他の財産に限られ、労
務は除外されている（投組法 6Ⅱ）点、また、純資産額を超えて組合財産を分配してはならな
いこととされており、当該金額を超えて分配を受けた有限責任社員は、当該分配額の限度で組
合債務につき責任を負うものとされている点（投組法 10Ⅰ・Ⅱ）、さらに、情報開示を図り投
資家や取引相手先を保護するために、無限責任組合員には財務諸表の作成と外部監査を受ける
ことが義務付けられている点（投組法 8）などが挙げられる。
55 経済産業省「有限責任事業組合契約に関する法律について」（平成 17 年 6 月）
56 業務執行の一部のみであれば、委任することもできるとされている（有組法 13Ⅱ）
57 「その性質上組合員の責任の限度を出資の価額とすることが適当でない業務」については、
公認会計士による監査証明業務（同法施行令 1 条 1 号）や弁護士による法律事務の取扱い（2
号）等の公的資格者による専門業務が挙げられており、「組合の債権者に不当な損害を与える
恐れのある業務」には、宝くじ、馬券等の購入の投機的行為が挙げられている（同法施行令 2
条 1 号～6 号）。
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業組合はそれぞれ契約による関係と位置づけることができ、その組合自体に法人格は存在
しない。このため、組合自体に対しての法人税課税は行われず、その構成員である組合員
に帰属した所得について、構成員段階での課税が行われることとなる。また、営利法人は
利益のみを配当として分配することができるが、組合契約であれば損失についても組合員
に帰属する点が、税務上も非常に重要な点であるといえる。
組合の課税については、所得税法・法人税法いずれにおいてもその本質的な規定は定め
られておらず58、租税特別措置法において、租税回避に対応するための規定が平成 17 年税
制改正によって追加されているだけである。組合課税については主に通達がその空隙を埋
める役割を果たしており、租税法律主義の観点から問題があると言えるだろう。以下では、
現行の組合課税のルールを整理し、その問題点として挙げられるものの代表的なものにつ
いて検討していく。
⑴ 組合課税の取扱い
任意組合等（以下では民法上の組合契約（民 667Ⅰ）、投資事業有限責任組合契約（投組
法 3Ⅰ）、有限責任事業組合契約（有組法 3Ⅰ）並びに外国におけるこれらに類するものを
指す。）における組合事業から生じた損益は、各組合員に直接帰属する（法基通 14-1-1、
所基通 36･37 共-19）。所得の課税時期については、たとえ組合員が現実に利益の分配を受
けていない又は損失の負担をしていない場合であっても、組合そのものに損益が発生すれ
ばその都度、各組合員の所得計算が行われるのが原則であるが（法基通 14-1-1 の 2 本文、
所基通 36･37 共-19 の 2 本文）、「当該組合事業に係る損益を毎年 1 回以上一定の時期にお
いて計算し、かつ、当該法人への個々の損益の帰属が当該損益発生後 1 年以内である場合
には、帰属損益額は、当該組合事業の計算期間を基として計算し、当該計算期間の終了の
日の属する当該法人の事業年度の益金の額又は損金の額に算入する」とも規定されている
（法基通 14-1-1 の 2 但書、所基通 36･37 共-19 の 2 但書）。後者（但書）の規定は、一定
の要件を満たすことによって、所得計算の煩雑さを回避するための規定であるということ
ができるだろう。
実際の所得計算の方法としては、通達において①総額法・②中間法・③純額法の３つの
パターンが規定されている。①総額法は、組合の貸借対照表、損益計算書双方について組
58 なお、非居住者・外国法人に関する国内源泉所得の範囲及び源泉徴収については所得税法に
規定が設けられており、その中で組合所得に関する源泉徴収規定がなされている。
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合員の持分相当額を総額で取り込む方法である。この場合、税制上の特典は全て認められ
る。②中間法は、組合の貸借対照表については純額で、損益計算書については各項目の持
分相当額を総額で取り込む方法である。この場合、資産・負債の個別の内容が組合員の帳
簿上反映されないことから、引当金の繰入、準備金の積立等の規定を適用することが認め
られていない。③純額法は、組合の貸借対照表・損益計算書双方について持分相当額を純
額で取り込む方法である。この場合には、資産・負債・損益等に関する内容が組合員の帳
簿上反映されないことから、②中間法で認められないものに加え、受取配当等の益金不算
入、所得税額控除等が認められていない。（法基通 14-1-2、所基通 36･37 共-20）原則とし
て、①総額法による必要があるが、継続適用や「多額の減価償却費の前倒し計上などの課
税上弊害がない」場合を条件として、②中間法や③純額法によることも認められている。
以上をまとめると以下の表のようになる。
⑵ 組合課税上の問題点
① 現物出資財産の取扱い
組合を組成する場合に、金銭出資ではなく現物の資産を出資した場合に、課税上どのよ
うに扱われるのかという問題がある。この点について、会計上、全部譲渡方式（合同行為
説、entity アプローチ）による会計処理と、部分譲渡方式（双務契約説、aggregate アプ
ローチ）による会計処理があるとされている59。全部譲渡方式とは、簡単に言えば「現物
出資財産がすべて時価で譲渡が行われた」と考える方法であり、組合財産が共有であるこ
とに関係なく、現物出資したときに対象資産に係る譲渡損益を全て認識する方法である（株
式会社に現物出資を行う場合と同様である）。一方部分譲渡方式とは、現物出資した財産の
うちの当該現物出資を行った組合員に帰属する持分以外の部分については譲渡があったも
59 五枚橋實「組合事業の所得計算について－平成 17 年度税制改正を踏まえて－」租税研究
（2006 年 5 月）27 頁以下、長谷部啓「パス・スルー課税のあり方」租税研究 712 号（2009
年）191 頁
総額法
B/S：総額
P/L：総額
中間法
B/S：純額
P/L：総額
純額法
B/S：純額
P/L：純額
受取配当益金不算入 ○ ○ ×
所得税額控除 ○ ○ ×
引当金の繰入 ○ × ×
準備金の積立 ○ × ×
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のと考え、組合員に帰属する部分にはまだ譲渡していないと考える方法である。
従来から議論のあった点ではあるが、現在では租税特別措置法施行令において、部分譲
渡説によって計算されることが明確化されており（措法令 39 の 31Ⅴ）、この点については
立法上の解決が図られているものといえるだろう。このため、会計上全部譲渡説による会
計処理を行った場合には、税務調整が必要となる。しかし、組合員の数が相当数にのぼる
場合の実務上の煩雑さや、組織再編税制においては、適格現物出資の場合には譲渡損益の
繰延が認められていること等から、一定の要件を満たす場合には譲渡損益の計上の繰延が
認められてもよいのではないかとする意見がある60。
② 損益分配割合
組合契約等はあくまで契約をベースとした関係であると考えられるため、その内容は公
序良俗に反しない限り、自由に設定できるのが原則である。組合事業の損益分配割合につ
いても自由にその内容を定めることはでき、例えば利益と損失において分配割合が異なる
ような任意組合契約の設定も可能である（民 674Ⅰ・Ⅱ）。しかし、税務上もこのような損
益分配割合を無条件に認めると、租税回避に利用されるとの懸念から、「分配割合が各組合
員の出資の状況、組合事業への寄与の状況などからみて経済合理性を有していないと認め
られる場合には、この限りではない」とした規定が通達に設けられている（法基通 14-1-1
（注）1、所基通 36･37 共-19 但書）。問題は、このような基本的な事項ですら、通達での
規定が行われていること（法令上の規定ではないこと）、「経済合理性を有していない」場
合とは一体どのような場合であるのかという点である。おそらくは「経済合理性」につい
て、出資額に応じての分配がなされることを基本としているのであろうが、業務執行組合
員に対しての業務執行の対価として、分配割合を出資割合から変更しているような場合に
はどのように判断されるのか、問題となりうるであろう。
③ 組合事業から生じる損失・所得区分
組合は法人とは異なり、利益のみならず損失についてもその構成員に対して分配がなさ
れる事業体である。これを利用して、組合事業から生じる損失を用いた租税回避が「節税
商品」の名の下に行われていた。有名なものには、以下で説明するフィルムリース、航空
60 長谷部啓「パス・スルー課税のあり方」租税研究 712 号（2009 年）192 頁。また、米国の
パートナーシップ等では、現物出資に係る譲渡損益は繰り延べられることとされている。
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機リースを用いたものがある。このような租税回避を防止するため、また、一連の航空機
リース訴訟において国税当局の主張が認められなかったこと等の背景もあり、平成 17 年
税制改正において、その対処が図られた。以下では航空機リースについて簡単に説明した
後に、平成 17 年に追加された租税特別措置法上の規定を確認したい。
㊀ 航空機リース
複数の投資家（個人・企業）が任意組合を設定し、あるいは匿名組合員として出資を行
い、出資金と借入金61を利用して航空機を購入し、賃借人とリース契約を結ぶ。ここで航
空機（耐用年数は短い）を定率法により減価償却することで、受取リース料をはるかに上
回る額の減価償却費を計上することができる。これにより投資家が出資金に応じた損失を
先取計上することができるとする仕組みである。数年以内に多額の利益が見込め、その後
損失が発生すると見込まれる投資家・法人にとって、格好の節税商品になったと考えられ
る。
㊁ 平成 17 年 10 月 27 日名古屋高裁判決（平成 16 年（行コ）48 号）
平成に入ってからは、リースを利用した租税回避に関する重要な裁判例がいくつか出さ
れており62、その中でも平成 17 年 10 月 27 日名古屋高裁判決を取り上げてみたい。事案
の概要としては、任意組合契約による不動産所得（航空機リース事業）に係る損失につい
て、課税庁により「これは民法上の組合契約ではなく、実質的には利益配当契約であり、
これによる所得は雑所得であるから損益通算は許されない」として損益通算が否認され所
得税の更正処分がなされたものである。これに対し、名古屋高裁は、「前記組合契約の内容
に照らせば、前記事業が経済的合理性を欠き、これを達成する上で、民法上の組合契約の
法形式が通常用いられないものであるとはいえず、同契約の内容自体も、民法上の組合契
約の成立要件を充足していることからすれば、同契約を利益配当契約と認めることはでき
ず、前記事業による所得も、不動産所得に区分されるべきものであって、雑所得に当たる
61 物件購入資金の 80％程度を借入金に依存する場合が多い。このため、レバレッジド･リース
とも呼ばれる。また、借入れの形態については、債務者が担保資産の時価までしか返済義務を
負わないとするノンリコース・ローンであることが多いとされる。参考：江頭憲治郎『商取引
法（第６版）』（弘文堂・2010 年）201 頁
62 映画フィルムリース事件（パラツィーナ事件、大阪地判平成 10 年 10 月 16 日、大阪高判平
成 12 年 1 月 18 日、最判平成 18 年 1 月 24 日）や、航空機リースにつき、名古屋地判平成 16
年 10 月 28 日、津地判平成 17 年 4 月 19 日など
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とはいえない」として控訴人（課税庁）の請求を棄却した。裁判で焦点になったのは主に
「民法上の任意組合に該当するか」という事実認定の問題ではあるが、結果として組合契
約を用いた航空機リースに関する租税回避手段が認められたことにつき、以下に示すよう
な法改正が行われた。
㊂ 対処規定
課税当局は上記の裁判例を踏まえ、租税法律主義を充実させるために、平成 17 年税制
改正において規制措置を設けたとされる63。ここで組合員が個人の場合に定められたのが
租税特別措置法 41 条の 4 の 2 であり、特定組合員64に該当する個人が、組合事業から生ず
る不動産所得を有する場合、その損失については生じなかったものとみなされることとな
った。ここで、損失とは、「組合事業から生ずる不動産所得に係る、総収入金額に算入すべ
き金額の合計額」が、「当該組合事業から生ずる不動産所得に係る、必要経費に算入すべき
金額の合計額」に満たない場合におけるその満たない部分の金額に相当する金額（措令 26
の 6 の 2Ⅳ）であり、従って、組合事業から生じる損失は他の所得との損益計算もできな
ければ、他の黒字の不動産所得との通算も認められないこととなったものといえる。ただ
し、有限責任事業組合については、組合員は共同して事業を行う必要があり（有組法 13）、
その全員が有限責任であること（有組法 3Ⅰ、15）等から、組合事業から生じる不動産所
得、事業所得、山林所得の損失のうち、調整出資金額65を超える額について、必要経費に
算入することができないこととされた（措法 27 の 2Ⅰ）。これは、有限責任事業組合の組
合員については、共同事業要件があるため特定組合員には該当しないが、その有限責任性
から税務上も出資額までしか損失を負担させないとする意図のものであると考えられる。
一方、組合員が法人の場合について、租税特別措置法 67 の 12 が設けられ、組合事業（任
意組合、投資事業有限責任組合、外国における類似の組合、匿名組合）における特定組合
63 松本重明「組織課税か，構成員課税か」松尾弘・益子良一編『新訂民法と税法の接点－基本
から見直す租税実務－』（ぎょうせい・2007 年）61 頁
64 「組合契約、投資事業有限責任組合契約、ならびに外国におけるこれらに類する契約の組合
員」のうち、組合事業に係る重要な財産の処分もしくは譲受または多額の借財に関する業務の
執行の決定に関与し、かつ、当該重要業務のうち契約を締結するための交渉その他の重要な部
分を自ら執行する組合員以外のものをいう。（措法 41 の 4 の 2Ⅰ、措令 26 の 6 の 2Ⅰ）なお、
組合員が法人である場合には、上記「」の中に匿名組合の組合員が含まれる（措法 67 の 12Ⅰ・
Ⅲ①、措法 39 の 31Ⅱ）。
65 出資の価額に組合事業から生ずる各種所得の合計額を加え、そこから組合からの分配額の合
計額を控除した金額をいう（措令 18 条の 3Ⅱ）
- 41 -
員（注 64 参照）に該当する法人は、組合事業についての債務弁済責任の限度額が実質的
に組合財産の価額とされている場合等には、組合損失のうち、組合財産の帳簿価額を基礎
として計算される金額（措法令 39 の 31Ⅴ）を超える部分は損金不算入とするものとされ
た（措法 67 の 12Ⅰ）。ただし、法人組合員の場合には、損金不算入とされた組合損失額は
翌期以降の事業年度に繰り越され、以降の事業年度で生じた組合利益額を限度として損金
算入することができる（措法 67 の 12Ⅱ）ため、個人の場合とで取扱いが異なっている。
法人が有限責任事業組合の組合員である場合には、所得税の規定と同様に、調整出資金額
を超える額について損金算入が認められないこととなった（措法 67 の 13）。
３．小括
任意組合等については、法人税の納税主体となっていないこと、損失が組合員に伝達さ
れる場合があること、事業体段階での所得の性質が分配の際に引き継がれることがあるこ
と等、導管としての性質が強い事業体であるといえる。しかし、２．⑴でみたように、中
間方式・純額方式においては納税者に有利な規定のいくつかの適用が無く非導管性を示す。
また、２．⑶で検討したように、任意組合等で生じた損失を組合員レベルで控除する際に
一定の制限があることから、これらの点が非導管性を示すものと考えることができる。
上まで見てきたように、組合等については法人格を有しないため、法人課税の対象とは
ならない。これは、我が国において基本的に「法人＝法人課税」、「非法人＝法人課税なし」
とルール設計がなされているためであるといえる。しかし、第２節でも検討したように、
たとえば小規模閉鎖会社や合名会社等については法人税課税が行われ、損失の分配もでき
ない等導管性が低く、一方で大規模な組合事業については法人税課税が行われず、損失が
組合員に分配される等導管性が強い。その経済的実体と税負担との整合性が取れているの
かという点で問題が提起される。第１章で指摘した、特に企業選択への租税の中立性が問
題となるだろう。
しかし、特に「法人税を課す」という点で、組合と法人とで経済的実態の同様なものを
同じ課税に服さしむることが本当に望ましいことかは疑問に思われる。その経済的実態の
線引きをどこで行うのか、その基準は何か、その執行にかかるコストが膨大とならないか、
その点が「原則として法人＝法人税課税」とした現行ルールと比べはっきりしないと思わ
れるためである。また、「企業選択への中立性」を害しているとはいっても、特に通達に規
定の多い組合課税に関するルールがきちんと定められ、その選択した結果としてどのよう
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な税負担をしなければならないのかという点がはっきりと想定できるのであれば、その税
負担の結果も認識した上で事業者は企業形態を選択するはずであり、中立性を害している
ものとはいえないのではないかとも思われる。すなわち、「企業選択への中立性」について、
まずは「企業選択による税負担の結果への中立性」よりも「企業の意思決定に対する中立
性」を果たすことが重要であるということである。「企業の意思決定に対する中立性」を果
たすためには何より、現行のあいまいな組合に関する課税ルールと、さらには私法上の取
扱いが不明瞭な部分（例えば本節１．で指摘した、組合員の加入や地位の譲渡について、
明確な規定がないこと等）について、その規定がなされることが重要である。また「企業
選択による税負担の結果への中立性」は、その税負担の結果に過剰な偏りがあり、公平性
を欠くと判断されるような場合に、政策的に、企業規模や事業目的等に応じて導管性を調
整66することによって解決を図ることが望ましいのではないかと思われる。
同様のことが資金調達・配当政策についての中立性についても言える。企業はその税負
担の結果が明確に想定でき、それを基に意思決定が行えるという仮定を置くと、企業の意
思決定に対する中立性を害しているとは言えないように思われる。立法政策上、その税負
担の結果に過剰な偏りがあり、改善すべきと判断されたときに、利益分配等にかかる損金
算入の可否や税率、個人所得税の所得区分等を変更し、税負担の結果への中立性を改善し
ていけばよいのではないだろうか。
導管性といった観点から税制を構築するに当たり、組合に対する課税方法はその基本と
なりうるものと考えられる。しかし、前に指摘した通り、上記の所得計算の方法等、通達
によりその多くが規定されている現行の組合課税のルールは、その不安定さ、納税者の予
測可能性を害するおそれがあること等から非難されるべきである。また、私法上の取り扱
いについても、十分に規定がなされていない点があることから、これらのルールが明確に
法令（私法・税法）に規定され、これらの事業体を用いようとする者の不安定な立場を解
消する必要があるように思われる。
66 この点、上記の理由から「法人税を課すか否か」という点からの調整ではなく、「法人＝法
人課税」とした上で、所得税と法人税との統合手段や税率を変更すること等によって、調整す
べきと思われる。
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第５節 匿名組合
１．商法上の取扱い
匿名組合は、当事者の一方（匿名組合員）が相手方（営業者）の営業のために出資をし、
その営業から生ずる利益を分配することを約することによって成立する契約関係である
（商 535）。匿名組合は営業者のみによる事業という形をとり、このため匿名組合員は業務
執行あるいは営業者の代表を行うことができず（商 536Ⅲ）、匿名組合員の出資は営業者の
財産に帰属する（商 536Ⅰ）。なお、営業者は商人でなければならない。
匿名組合は多数の当事者が存在するのではなく、あくまで営業者と匿名組合員による二
当事者間の契約であるという点が任意組合との大きな違いである。ただし、営業者は多数
の匿名組合員と同一内容の匿名組合契約を締結することができる。このため、各当事者が
契約関係に立っている任意組合形態や、法人形態の法律関係とは大きく異なっている。こ
のことは、匿名組合員相互間に法的関係が存在しないことを意味しているとされる67。
前述の通り、任意組合等の組合形態では、組合財産は総組合員の共有となるが、匿名組
合ではそもそも組合財産が存在せず、財産は営業者に全て帰属する（商 536Ⅰ）。このため、
匿名組合員には持分という概念は存在しない。また、匿名組合員は営業者の行為について
は第三者に対して権利・義務を持たない（商 536Ⅳ）ため、任意組合のように、組合員が
無限責任を負い、事業上のリスクを直接負担するのとは大きく異なっている。また、匿名
組合員は出資の義務を負うが、信用や労務の出資は認められていない（商 536Ⅱ）点など
が、特徴的な点であるといえる。なお、匿名組合員は営業者に対する監視権を有する（商
542）。
２．税務上の取扱い
匿名組合の課税についても、組合等と同様に、源泉徴収に関する規定以外は法人税法・
所得税法に具体的な規定がなされておらず、租税回避防止のための規定が平成 17 年税制
改正によって租税特別措置法に加えられたのみである。原則的な取扱いについては通達が
定め、例外的な取扱いについて法令で定めるという租税法律主義の観点からは問題のある
構成となっているものといえる。以下では匿名組合の課税方式とその問題点について検討
してみたい。
67 近藤光男『商法総則・商行為法（第５版）』（有斐閣・2006 年）171 頁
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⑴ 匿名組合の課税
匿名組合の所得に関する課税は、匿名組合が法人格を有していないこと及び人格のない
社団にも該当しないことから（法基通 1-1-1）、独立した法人としての課税は行われず、匿
名組合の利益または損失の額は営業者及び出資者の所得として把握され、課税されること
となる。以下では営業者が法人である場合を念頭に置いて検討する。
匿名組合から生ずる所得への課税について、まず営業者段階では「匿名組合員に分配す
べき利益の額又は負担させるべき損失の額」は営業者の損金・益金の額に算入される（法
基通 14-1-3 後段）とされている68。商法上はあくまで営業者の単独事業として取り扱われ
るため、組合等の場合の規定の仕方（パススルー課税）とは異なり、利益・損失の損金・
益金への算入というプロセスを経て匿名組合員への利益の分配、損失の分担が税務上行わ
れるものといえる。損失についても分担することができるため、上記の定義に従えば（注
60）純粋なペイスルー課税とは言えないのかもしれない。
次に匿名組合員に対する課税であるが、匿名組合員が法人である場合と個人である場合
とで規定の仕方が異なっている。まず匿名組合員が個人である場合、営業者から受ける利
益の分配は原則として雑所得とされる。ただし、匿名組合員が組合事業に係る重要な業務
執行の決定を行っている等組合事業を営業者と共に経営していると認められる場合には、
営業者から受ける利益の分配はその営業の内容に従い、事業所得またはその他の各種所得
となる（所基通 36･37 共-21）69。次に匿名組合員が法人である場合、現実に利益の分配・
損失の負担をしていない場合であっても、匿名組合契約によりその分配を受け又は負担を
すべき部分の金額を、その組合の計算期間の末日の属する事業年度の益金・損金の額に算
入することとされている（法基通 14-1-3 前段）。
68 従前の法人税基本通達（平成 17 年改正前）においては、「匿名組合員に分配すべき利益の
額又は負担させるべき損失の額を控除した後の金額」を益金・損金の額に算入すると定められ
ていたが、現在では匿名組合事業から生じた損益はいったんすべて営業者に帰属し、その上で
匿名組合員に分配すべき利益は営業者の損金の額に算入し、又は負担をさせる損失は営業者の
益金の額に算入するという体系に改められている。このため、匿名組合事業の経費の中に寄附
金や交際費があった場合には、その損金不算入の適用は専ら営業者においてのみ適用を受け、
匿名組合員においては寄附金ないし交際費の損金不算入の適用はないものとされている。参
考：前掲注 79 189 頁、国税庁 HP「平成 18 年 1 月 27 日付個人課税情報第 2 号『平成 17 年
度税制改正及び有限責任事業組合契約に関する法律の施行に伴う任意組合等の組合事業に係
る利益等の課税の取扱いについて(情報)』」60 頁
69 営業者から受ける利益の分配が、当該営業の利益の有無にかかわらず一定額又は出資額に対
する一定割合によるものである場合には、その分配は金銭の貸付けから生じる所得となる（所
基通 36･37 共-21 注２）。
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この損金算入については、組合の章で検討した問題点（航空機リース等）に対応するた
め、平成17年税制改正において一定の制限を課す規定が租税特別措置法に盛り込まれた。
これは、匿名組合員（法人）のうち特定組合員（注59参照）に該当する者について、組合
事業についての債務弁済責任の限度額が実質的に組合財産の価額とされている場合等には、
組合損失のうち、組合員の調整出資金額（注84参照）を超える部分は損金不算入とするも
のである（措法67の12Ⅰ）。任意組合等の法人組合員の課税方式と同様の取扱いがなされ
ている。
また、匿名組合員への損益の帰属時期について、匿名組合員が法人の場合は前述の通り、
「損益の分配の有無に関わらず組合の計算期間の末日の属する匿名組合員の事業年度の益
金ないし損金の額に算入する」（法基通 14-1-3 前段）とされているが、匿名組合員が個人
の場合は、営業者から受ける損益の分配の帰属の時期について、法人の場合のように通達
では明確にされていない。匿名組合員（個人）が受ける利益の分配を「匿名組合員が当該
営業者から支払を受けるもの」（所基通 36･37 共-21 注１）と規定していることから現実に
分配を行った時であるとも解釈できるが、匿名組合契約の組合事業の損益計算上利益が生
じた場合には、匿名組合員は利益配当請求権による利益の分配を請求することができるか
ら、「現実に利益の分配がなされておらず、それを留保することとした場合」であっても、
「収入すべき金額」（所 36Ⅰ）は確定しているものであり、当該金額が総収入金額に算入
されるとも考えられる70。匿名組合員が個人と法人である場合とで取扱いを変える必要性
があまり感じられないため、後者の考え方が妥当であるように思われる。分配を受けるべ
き損益の帰属の時期は、匿名組合員が法人の場合と同様に、組合の計算期間の末日となる
ものと考えるべきであろう。また、この点も法令上に明確な規定をなすべき点であると思
われる。
⑵ 課税上の問題点
① 単独事業か共同事業か
匿名組合は商法上営業者の単独事業として捉えられるが、匿名組合員がその営業につき
監視権（商 542）や利益の分配を受ける権利を有することによって、経済上は共同事業と
70 後者の考え方ついて、参考：国税庁 HP「平成 18 年 1 月 27 日付個人課税情報第 2 号『平成
17 年度税制改正及び有限責任事業組合契約に関する法律の施行に伴う任意組合等の組合事業
に係る利益等の課税の取扱いについて（情報）』」57 頁
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みる向きもある71。従前における課税方式は、匿名組合員が個人の場合、原則として営業
者の営業の内容に従い、事業所得又はその他の各種所得として課税が行われていたことか
ら、匿名組合の共同事業性を重視していたものといえる。これにつき、「匿名組合員は法制
上組合財産の共有持分を有さないとする法的性質を有すること及び近年の匿名組合契約は、
営業者が主導権を持って複数の匿名組合契約を締結し多くの匿名組合員から事業資金の出
資を募る手段として用いられる出資・投資の対価という側面が強い」72という点から、営
業者から受ける利益の分配を原則雑所得として分類する改正が行われた（平成 17 年改正）。
これをどう見るかであるが、商法上は営業者の単独事業とされ、匿名組合員は業務執
行・営業者を代表することができないこと（商 536Ⅲ）、経済的にも出資・投資の手段と
して用いられることが一般的と解される点を見ると、税務上も単独事業とみるのを原則と
したのは妥当な結論であると思われる。
② 信託課税との整合性
匿名組合は匿名組合員が営業者の営業のために出資をし、その営業から生ずる利益を分
配することを約することによって成立する契約関係（商 535）であるが、これを信託の観
点から捉えると、委託者（匿名組合員）が金銭等を信託的に譲渡し、受託者（営業者）に
運用させる自益信託に近いものであると見ることができる。信託について、私法上信託財
産の所有権は受託者に帰属しており、匿名組合契約についても出資財産は営業者に帰属し
ている。さらに、どちらの場合も基本的には営業者・受託者の単独事業と捉えることがで
き、契約内容次第で利益・損失の分担割合が変更できるという点は共通している。
匿名組合契約と信託契約の違いは、①匿名組合では財産の分別管理を信託ほど厳しく行
う必要がないこと、②信託では受託者が信託法及び信託業法上の規制を受けること、③匿
名組合の出資者の匿名性等が挙げられるだろう。税務上、これらをどこまで重視し信託と
の取扱いの別異を正当化できるのか、問題となるであろう。
③ 租税条約適用上の問題点
国内に支店等を有しない非居住者・外国法人を匿名組合員とし、日本の営業者から利益
の分配を受けた場合に、その所得が租税条約上のどの所得分類にあたるのかという点が問
71 水野前掲注 12 342 頁
72 前掲注 70 20 頁
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題となる。これにつき、特に日蘭租税条約においては「その他所得」にあたるとして居住
地国課税がなされ（旧日蘭租税条約 23 条）日本においてはこの部分につき課税ができな
い状況にあった。これを利用して、他国の投資家がオランダに法人を設立し、匿名組合に
より対日投資を行うことによって、所得の源泉地国である日本の課税を免れるとする租税
回避が横行していた73。これには、匿名組合については従来、匿名組合員が９人以下であ
る場合は、営業者における利益分配額への所得税源泉徴収は不要であったこと（旧所法 298
Ⅷ）も１つの原因であるとされている。
これに対応するため、平成 14 年度税制改正において、匿名組合員が 10 名未満の場合で
あっても源泉徴収の対象となすこと（所 174⑨）や、匿名組合の営業者からの利益の分配
を、国内源泉所得のうち総合課税に服する国内にある資産の運用・保有により生ずる所得
（所 161①）から除外する改正がなされた（所 161⑫）。また、わが国では条約優位の原則
（憲 98Ⅱ、所 162）があることから根本的な問題解決として、条約における匿名組合の取
扱いの明確化が図られる必要があるが、各国との租税条約においても匿名組合契約に基づ
く利益の分配について、日本の国内法通りの課税に服することをポリシーとする条約改正
が行われている74。
第６節 信託
１．信託法概論
事業を行う形態として、法人・組合契約の他、信託を利用することが考えられる。この
節では信託の内容・特徴を簡単に説明したうえで、税務上も大きな影響を与えている 2006
年の信託法改正の内容とその影響、税制上の取扱いを検討していく。さらに次節の第６節
では、信託が資産流動化・資産運用等に用いられている場合についても検討していきたい
73 裁判例としては、東京地判平成 17 年 9 月 30 日（平成 15 年（行ウ）第 529 号）、東京高判
平成 19 年 6 月 28 日（平成 17 年（行コ）第 278 号、日本ガイダント事件）が挙げられる。匿
名組合からの利益分配金が租税条約上のどの所得分類にあたるのかという点については、それ
が「企業の利得」に該当するとする説（匿名組合の営業者の本店又は主たる事務所等、あるい
は匿名組合契約を通じて日本で事業を行っているとみなすことにより、日本に PE があるとす
るもの。この事件においても課税庁が主張した。）や、租税条約上利子に該当するとする説が
ある。参考：谷口勢津夫「匿名組合の課税問題－TK スキームに関する租税条約の解釈適用－」
日税研論集 55 号（2004 年）
74 赤松晃「日蘭租税条約の「その他所得」に該当する匿名組合契約の利益の分配－ガイダント
事件」税研通信 148 号（2009 年 11 月号）131 頁
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と思う。
信託とは、イギリスで誕生した法制度であり、ごく簡単に言えば、委託者が拠出した財
産について、一定の目的に従って、受託者が管理・処分等を行うことである。これに対し、
一般に受託者から信託による利益を取得する者を受益者という。信託は通常この三者（委
託者・受託者・受益者）が登場する法律関係であるといえる。信託の特徴としては、大き
く、①信託財産が受託者へ（信託的に）譲渡されること、②受託者が信託目的に従って信
託財産を管理する必要があること、③受託者・委託者の債権者は信託財産をもって、その
債権の引き当てとすることができないこと（倒産隔離機能）が挙げられる。
イギリスでは主に家産承継を中心として発展してきた信託であるが、日本では投資目的
の商事信託を中心として発展してきたものといえる。その後、日本では信託会社の乱立と
いう状況を改善するために信託法・信託業法が制定され、その後の信託に対するニーズの
高まりから、2004 年に信託業法が、2006 年には信託法が大きく改正された。
２．2006 年信託法改正
資産流動化等への信託の利用に対するニーズの高まりや、2004 年の信託業法改正によっ
て信託業にかかる規制が緩和されたこと等を受けて、2006 年に信託法は大きく改正された。
その大きな改正点として、以下の５つを挙げることができる。
第１に、信託宣言による信託の設定（自己信託）が可能となった点である。信託の設定
方法には他に契約による方法（信２Ⅰ①）と遺言による方法（信２Ⅰ②）があるが、信託
宣言による方法は受益者の存在を要件とせず、委託者が自身の財産について、それを信託
財産として一定の目的の下で分別管理する旨を宣言することによって、信託を設定するも
のである（信２Ⅰ③）。
第２に、受託者の責任につき信託財産を限度とする形態の信託（限定責任信託）が認め
られた点が挙げられる。受託者は原則として信託についての無限責任を負い、信託財産に
対する債権者（正確には、信託財産責任負担債務75（信 21Ⅰ）の債権者）は、受託者の信
託財産のみならず、固有財産についてもその引当てとすることができるが、この改正によ
って受託者の責任について、一定の限定をすることが明文で認められた（信 216 以下）。
第３に、事業信託が可能となったことも大きな改正点の一つである。これは正確に言え
ば、信託財産責任負担債務の１つとして、「信託前に生じた委託者に対する債権であって、
75 受託者が信託財産に属する財産をもって履行する責任を負う債務（信２Ⅸ）をいう。
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当該債権に係る債務を信託財産責任負担債務とする旨の信託行為の定めがあるもの」（信
21Ⅰ③）が改正により加わったということである。これにより、従来信託財産には積極財
産しか認められないと解されていたものが、消極財産についても信託することが可能とな
った。76
第４に、従来公益信託にしか認められていないと解されていた受益者の定めのない信託
（目的信託）が明文で認められ、第５に受益証券発行信託についての定めが信託法 185 条
以下に置かれることにより、従来議論のあった信託一般に関する受益権の有価証券化が明
文で認められた77ことが重要な改正点として挙げられる。
３．信託税制
資産流動化・投資信託への利用が見込まれ、また 2006 年の信託法改正によって信託の
自由度が増したことなどから、現在では非常にバラエティに富んだ信託の設計が可能にな
っている。新信託法の制定に対応して、税法上においても、以下の表に示すような信託の
類型が設けられた。以下ではこの類型に基づいて、信託課税について検討していく。
課税方法 信託の種類
受益者段階課税
（発生時）
受益者等課税信託 不動産・動産の管理等の一般的な信託
受益者段階課税
（受領時）
集団投資信託
・合同運用信託
・一定の投資信託（証券投資信託等）
・特定受益証券発行信託
退職年金等信託 ・退職年金等信託
特定公益信託 ・特定公益信託
76 しかし、債務（消極財産）についてはそもそも差押え・強制執行等の対象とはならないこと
や、信託財産責任負担債務について、原則として債権者は受託者の信託財産のみならず固有財
産からも弁済を受けられる点（信 21Ⅱ反対解釈）などから、積極財産である信託財産と同じよ
うな特殊な取扱いがなされることはないものといえる。
77 従来受益権の証券化が明文で認められていたのは、貸付信託（貸付信託法）、投資信託・特
定目的信託（資産の流動化に関する法律）である。
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信託段階課税
（法人課税）
法人課税信託
・特定受益証券発行信託でない受益証券発行信託
・受益者等が存在しない信託
・法人が委託者となる信託のうち、以下のもの
①重要な事業の信託で、受益権の過半を委託者
の株主に交付するもの
②長期（信託期間 20 年超）の自己信託等
③損益分配等の操作が可能である自己信託等
・投信法に規定する投資信託（集団投資信託に該当
するもの以外）
・資産流動化法に規定する特定目的信託
国税庁「平成 19 年度 改正税法のすべて」292 頁をもとに作成
⑴ 総論
平成 19 年税制改正前の税制では、信託財産から生ずる収入および支出は受益者に帰属
するのが原則とされ、受益者が存在しない場合に委託者課税とされていた。組合の場合と
同様に、信託を導管とみて、その所得が受益者にパススルーされるような課税形態が原則
として採られていたとされる78。これは上記の分類でいえば、受益者段階課税の発生時課
税であるといえ（受益者等課税信託）、不動産・動産の管理等の一般的な信託がこれに当た
る。法人税法 12 条 1 項には、「信託の受益者は当該信託の信託財産に属する資産・負債を
有するものとみなし、かつ、当該信託財産に帰せられる収益・費用は当該受益者の収益・
費用とみなす」とする規定がなされており、現在でも原則として発生時受益者課税が貫か
れているものといえる（本文信託）。12 条 1 項には但書として、「集団投資信託、退職年金
等信託、特定公益信託等又は法人課税信託」は除くとあり、これらのものについては例外
的取扱いがなされている。（但書信託）
但書信託のうち受益者段階課税の受領時課税のグループは、集団投資信託・退職年金等
信託・特定公益信託から構成されている。これらは信託段階で損益が発生しても、その受
益者へ分配がなされるまで課税が行われない形態である。
法人課税信託のグループは、新信託法によって追加された新たな信託類型に対応するた
めに設けられた課税方式であると言ってよいだろう。投資信託（集団投資信託以外）と特
定目的信託は一定の要件を満たすことによって、ペイスルー型の課税形態を採ることがで
き、これらは従来と同様の課税方式が採られているが、平成 19 年改正によってその内容
はほぼそのままに法人課税信託に統一されることとなった。
78 水野前掲注 12 346 頁
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以下では受領時受益者段階課税の信託（特に集団投資信託）、法人課税信託、受益者等課
税信託の順にその内容を紹介する。
⑵ 集団投資信託
集団投資信託とは、㊀合同運用信託、㊁投信法に規定する投資信託のうち、証券投資信
託と国内公募投資信託、並びに㊂特定受益証券発行信託（法法 2 条 29 号）を指す。これ
らの信託は受益者が不特定多数であり、大量の資金を集めうること、計算期間が比較的短
く、かつ収益の大部分が各計算期間ごとに配分されること、といった共通点をもっている
ものとされる79。
㊀合同運用信託とは、信託会社が引き受けた金銭信託で、共同しない多数の委託者の信
託財産を合同して運用するもの（投信法に規定する委託者非指図型投資信託及びこれに類
する外国投資信託、委託者が実質的に多数でないもの80を除く。）をいう（法法 2 条 26 号）。
貸付信託等がこれに該当する。
㊁のうちの証券投資信託とは、投資信託及び投資法人に関する法律に規定する証券投資
信託及びこれに類する外国投資信託をいい（法法 2 条 27 号）、公社債投資信託も含むもの
である（法法 2 条 28 号）。
㊂の特定受益証券発行信託とは、信託法上の受益証券発行信託（信 185 以下）のうち、
以下の①～⑤の要件を満たすもの（法法 2 条 29 号ハ、法施令 14 条の 4）をいう。その要
件とは、①受託者が税務署長の承認を受けた法人であること、②未分配利益が信託元本総
額の 2.5％以下であることが信託行為に定められていること、③各計算期間開始の時にお
いて、②の要件を満たしていること、④その計算期間が 1 年を超えないこと、⑤受益者が
存しない信託に該当したことがないこと である。このような要件を求めた理由としては、
受益者段階で分配時の課税を行う類型であるため、課税の繰延べを防止しようとする意図
があるものと考えられる。なお、これに該当しない受益証券発行信託については、法人課
税信託として取り扱われる（法法２条 29 号の２イ）。
79 金子前掲注 2 430 頁
80 具体的には、委託者が一人の場合、あるいは委託者の全てが判定対象委託者の親族や使用人、
子会社等の関係者である場合が挙げられている（法施令 14 の 2）。合同運用信託が「共同しな
い多数の委託者」であることを要件としている理由は、原則として受益者に利益を分配するま
では課税がなされない形態であるため、租税回避目的の課税の繰延べを防止するねらいがある
ものと思われる。
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これらの集団投資信託は、受託者の資産・負債並びに収益・費用ではないものとみなさ
れ（法法 12Ⅲ）収益が個人に分配された場合、合同運用信託や公社債運用信託については
利子所得として課税され（所法 23Ⅰ）、証券投資信託・特定受益証券発行信託については
配当所得として課税がなされる（所法 24Ⅰ）。
⑶ 法人課税信託
平成 19 年の税制改正により導入された課税方式であり、信託法改正によってその自由
度が増した信託制度に対応する形で設けられたものである。法人課税信託は以下の５つを
含む概念である（法法２条 29 号の２）。
Ⅰ 特定受益証券発行信託に該当しない受益証券発行信託
Ⅱ 受益者等が存在しない信託（目的信託）
Ⅲ 法人が委託者となる信託のうち、以下のもの
① 重要な事業の信託で、受益権の過半を委託者の株主に交付するもの
② 長期（信託期間 20 年超）の自己信託等
③ 損益分配等の操作が可能である自己信託等
Ⅳ 投信法 2 条 3 項に規定する投資信託（集団投資信託に該当しないもの）
Ⅴ 資産流動化法 2 条 13 項に規定する特定目的信託
これらの信託は、それぞれ目的や性質は異なるが、①その経済活動によって生み出され
る利益が長期間にわたって積み立てられ、または内部に留保される傾向があるため、課税
が繰り延べられやすいこと、及び、②委託者たる法人またはその特殊関係者の租税回避に
利用されやすいこと、という２つの問題を持っているとされる81。これに対処するために、
法人課税信託制度が設けられた。
法人課税信託の所得に対する法人税の納税義務者は法人課税信託の受託者であり（法法
４）、法人課税信託の受託者は、各法人課税信託の信託財産等（信託財産に属する資産及び
負債並びに当該信託財産に帰せられる収益及び費用）及び固有資産等（法人課税信託の信
託資産等以外の資産及び負債並びに収益及び費用）ごとにそれぞれ別の者とみなして法人
税法、所得税法の規定が適用される（法法 4 条の 6Ⅰ、所法 6 条の 2Ⅰ）。
法人課税信託の基本的な課税方法は、以下のとおりである。まず委託者は、その有する
資産を信託した場合に、法人課税信託に係る受託法人に対する出資があったものとされ（所
81 金子前掲注 2 389 頁
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法 6 条の 3⑥、法法 4 条の 7⑨）、法人課税信託の受託者はその信託財産等につき、固有財
産から生ずる所得とは区別して法人税が課されることとなる（法法 4 条の 6Ⅰ）。法人課税
信託の収益の分配については、「資本剰余金の減少に伴わない剰余金の配当」であり、法人
課税信託の元本の払戻しは「資本剰余金の減少に伴う剰余金の配当」とみなされる（所法
6 条の 3⑧、法法 4 条の 7⑩）。受託法人は会社とみなされ、法人課税信託の受益権は株式
または出資とみなされる（所法 6 条の 3③・④、法法 4 条の 7③・⑥）。
なお、ⅣとⅤの類型については、前述の通り法人課税信託を原則としながらも、一定の
要件を満たすことによってペイスルー型の課税がなされる類型である。このため、以下で
はⅠ～Ⅲの類型を中心に検討し、Ⅳ・Ⅴの類型については第７節で検討を行う。
Ⅰ 特定受益証券発行信託に該当しない受益証券発行信託
集団投資信託において検討したように、信託法上の受益証券発行信託（信 185 以下）の
うち、法人税法 2 条 29 号ハの５つの要件を満たさないものは、法人課税信託として分類
される。受益証券発行信託では、受益者は割合的単位に細分化された受益権を有している
が、それが転々と流通することが予想されるため、受益者が信託財産に属する資産及び負
債を有するものとみなすのは実態上適当でなく、実務上も複数の各受益者の所得計算が困
難となるものと考えられる。このため、過度な課税の繰り延べが生じないものとして上記
の要件を満たすもの（特定受益証券発行信託）は集団投資信託として受領時受益者段階課
税が行われ、このような要件を満たさないものが法人課税信託として法人課税が行われる
こととなった82。
Ⅱ 受益者等が存在しない信託
新信託法において、受益者の定めのない信託（目的信託）という類型が新たに設けられ
たが、税制上もこれに対応した類型が設けられることとなった。前述の通り、税制改正前
は、受益者が存しない場合には受益者の代替として委託者に課税がなされていたが、これ
を原則として受託者に課税（法人課税信託）することになったものといえる。以下では、
「受益者等」の意義とその課税の方式について検討する。
① 「受益者等」の意義
82 水野前掲注 12 354 頁
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「受益者等」が示すものについて、法人税法では「受益者」を「受益者としての権利を
現に有するもの」とする規定がなされており（法法 12Ⅰかっこ書き）、さらに、これ以外
の者で「信託の変更をする権限（軽微な変更を除く。）を現に有し、かつ、当該信託の信託
財産の給付を受けることとされている者」も受益者としてみなされている（みなし受益者。
法法 12Ⅱ）。ここではこれらを総称して「受益者等」としている。
問題となるのが、このみなし受益者に委託者があたるのかという点である。目的信託は
契約又は遺言による方法により設定でき、信託宣言によっては設定できない（信 258Ⅰ）。
遺言により目的信託を設定した場合には、委託者としての地位を有する者が存在しなくな
るため（信 147）、上記の定義に従うと、委託者がみなし受益者となる余地はないものとい
える。しかし契約により目的信託を設定した場合には、委託者は通常存在する。その委託
者がみなし受益者となるのはどのような場合かという点を以下検討してみたい。
みなし受益者の要件を再度挙げると、①信託の変更をする権限がありかつ②信託財産の
給付を受けることとされている者（法法 12Ⅱ）であり、委託者がこれを備えている場合に
は、みなし受益者となるため「受益者等が存在しない信託」とならない。これを検討する
と、まず目的信託においては、信託法上の監督権限を行使する受益者が不在であるため、
委託者と信託管理人にその権限が与えられており（信 260Ⅰ・Ⅱ）、①の信託の変更をする
権限について、信託行為に別段の定めがない限り委託者はその権限を有しているものとい
える（信 149）83。次に②（信託財産の給付を受けることとされている者）であるが、信
託法上残余財産の帰属者を定めなかった場合、あるいはその全ての者が権利を放棄した場
合に、委託者が帰属権利者84とみなされるため（信 182Ⅱ）、信託行為に帰属権利者を委託
者と定めるか、あるいは帰属権利者を定めなかった場合に委託者が「受益者等」に該当す
ることとなろう。通達にも同様の規定がなされている（法基通 14-4-8）。
しかし、委託者を「みなし受益者」として、原則的な課税（受益者等課税信託）を行っ
てよいのかという点は改めて問い直す必要があるだろう。一定の目的のために財産を拠出
83 「信託の変更をする権限」には、「他の者との合意により信託の変更をすることができる権
限を含む」（法施令 15Ⅱ）とされており、軽微な変更（信託の目的に反しないことが明らかで
ある場合に限り信託の変更をすることができる権限。法施令 15Ⅰ）は除かれる。信託法 149
条（信託の変更）の目的信託の場合の読み替え規定である信託法 261 条を参照すると、軽微な
変更の場合を除き、全ての場合に委託者が単独で、あるいは合意により変更の権限をもつもの
といえる。
84 信託行為において残余財産の帰属すべき者として規定された者をいう（信 182Ⅰ②）受益者
であって残余財産の給付に係る受益債権を有する者（残余財産受益者。信 182Ⅰ①）とは異な
り、信託の清算中にのみ受益者とみなされる者である（信 183Ⅵ）。
- 55 -
した委託者は、その信託目的に基づき財産を運用してもらうことを受託者に期待している
のであり、そこでその運用収益につき委託者に課税を行うのが果たして適切なのであろう
か。さらに委託者の納税資金の問題もある。私法上受益者の存しない信託として扱われる
ものが、税法上は自益信託と扱うことについての合理性がどこまであるのか。むしろ信託
財産を運用する（納税資金が存在する）受託者に課税を行ってもよいのではないかとも思
われる85。
② 課税方法
この「受益者等が存在しない信託」の代表例としては、遺言により設定された目的信託
が挙げられている86。遺言による目的信託（受益者の定めのない信託）では、委託者の相
続人は原則として委託者の地位を承継しない（信 147）。このため、委託者・受益者の双方
が存在しなくなる形態の信託であるといえる。このとき、上記のみなし受益者（法法 12
Ⅱ）も存在しない場合には、「受益者等が存在しない信託」に該当することとなる。
「受託者等が存在しない信託」の場合は、上記の法人課税信託の通常の取扱いとは異な
り、委託者がその有する資産を信託した場合に、法人課税信託に係る受託法人に対する贈
与があったものとみなされる（所法 6 条の 3⑦）。このため、委託者は信託の設定時に所得
税のみなし譲渡益課税（所法 59Ⅰ①）あるいは寄付金課税（法法 37Ⅰ）を受けることと
なり、一方で受託者（法人課税信託に係る受託法人）は、受贈益につき法人税が課される
こととなる87。その後、信託において発生した所得については法人税の課税がなされ（法
法 4 条の 6Ⅰ）、信託終了時（目的不達成等の信託の終了原因（信 163 各号）に該当する
場合など）には、法人課税信託に係る受託法人の解散があったものとみなされる（所法 6
条の 3⑤、法法 4 条の 7⑧）。一方、受益者等が存することとなった場合には、受益者等へ
の受益権の移転が行われることとなり、「受益者等が存在しない信託」には該当しないこと
85 一方で信託型の従業員持株制度（俗に日本版 ESOP と呼ばれるもの）においては、帰属権
利者を導入企業（委託者）と定めること、あるいは財産の帰属者を定めないことにより、委託
者を「みなし受益者」として法人課税信託を回避するスキーム作りが行われているようである。
参考：日本公認会計士協会 租税調査会研究報告第 23 号「事業体に対する課税形態と実務上の
問題点について」より
86 財務省 HP「平成 19 年度改正関係参考資料（法人税関係）」31 頁
87 なお、信託により受託者に適用される法人税率と、信託を利用しない場合に相続人に適用さ
れる相続税率等との差を利用した相続税回避を防止するため、受益者等となる者が委託者等の
親族である場合には、受託者に相続税・贈与税が課税され、そこから法人税は控除される（相
続税法 9 条の 4）。
- 56 -
となる。このとき、他の法人課税信託の類型に該当しない場合には、原則の信託形態（受
益者等課税信託）になるものと考えられ、この場合も法人課税信託に係る受託法人の解散
があったものとみなされる（所法 6 条の 3⑤、法法 4 条の 7⑧）。解散に係る清算時の法人
税課税がなされないよう、受託法人は当該受益者に対しその信託財産を直前の帳簿価額で
引継いだものとして取扱われ（所法 67 条の 3Ⅰ、法法 64 条の 3Ⅱ）、その受益者等が個人
である場合、「その引継ぎにより生じた収益の額は、当該居住者のその引継ぎを受けた日の
属する年分の各種所得の金額の計算上、総収入金額に算入しない」とされている（所法 67
条の 3Ⅱ）。また、受益者等が内国法人である場合は、「帳簿価額による引継ぎ」をうけた
ものとされ（法法 64 条の 3Ⅲ）、適格組織再編の場合と同様に課税が繰り延べられるもの
と考えられる。
受託者等が存在しない信託に関しては、信託の設定時から受益者等が明らかになってい
ればその受益者等に課税していたであろう所得について、法人課税信託として受託者に対
し代替的に課税を行う制度であるということができるだろう。これにより、課税の繰延べ
を防止する意図があるものといえる。なお、受益者の存在しない信託であっても、主務官
庁の許可を受けたもの（公益信託）である場合には、法人課税信託ではなく（法法附則 19
条の 2Ⅱ）、公益信託に対する課税ルールが適用される。
Ⅲ 法人が委託者となる信託で一定のもの
2006 年の信託法改正により、いわゆる事業信託や、信託宣言による信託の設定（自己信
託）が可能となり、信託利用のバリエーションが増加してきた。しかし、これらの類型を
利用した租税回避が起こる懸念も指摘され、租税回避のおそれのある典型として、法人が
委託者となる 3 類型の信託を想定し、これらについては法人課税信託として受託者に対し
各事業年度の所得に対する法人税を課税することとされた88。ここではその 3 類型につい
て検討してみたい。
①重要な事業の信託で、受益権の過半を委託者の株主に交付するもの
88 水野前掲注 12 351 頁
法人が本来行っている
株主にその信託事業から
しか行われないこととなり
照）。これを防止するために
を信託的に譲渡し（会社
現にその決議が行われたかどうかは
力が発生した時において
受益権に対する割合が 50
29 号の 2 ハ⑴）。ただし
について、①貸付金その
等を除く）のそれぞれを
区分に属する場合には、
施規 8 条の 3 の 2）。これは
あり、資産の種類がおおむね
きる89とされているためである
②長期（信託期間 20 年超
89 水野前掲注 19 351 頁
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事業が信託され、受益権がその法人の株主に
生ずる収益が帰属するものとされると、受益者段階
、事業収益に対する法人税が課税できないこととなる
、①委託者である法人が、その事業の全部
の場合には通常株主総会の特別決議が必要となる
問わないものとされる。法基通
、当該法人の株主等が取得する受益権の、その
％を超えるものについては、法人課税信託
、この要件に該当しても、その信託財産に属
他の金銭債権及び有価証券、②不動産等、③
別の区分として、この区分した当該資産のおおむね
法人課税信託に該当しないものとされる（法施令
、事業とは多種多様な資産を有機的一体として
同一であれば、租税回避目的のない信託
。
）の自己信託等
財務省 HP「平成 19 年度改正関係参考資料（
財務省 HP「平成 19 年度改正関係参考資料（
交付された場合に、
での課税のみ
（上図参
または重要な一部
（会 467）が、
12 の 6-1-3）②その効
信託に係る全ての
とされる（法法 2 条
する金銭以外の資産
減価償却資産（建物
全部が同一の
14 条の 5Ⅱ、法
活用するもので
であることが推定で
法人税関係）」33 頁より
法人税関係）」34 頁より
長期間継続する事業を
にも関わらず、その分配
かる法人税を免れることが
た時において委託者兼受託者
あって、かつ、②効力発生時等
場合には、法人課税信託
③損益分配の操作が可能
自己信託等で受益権を
の利益を子会社等に付け
以下の要件を満たすことにより
その信託の効力が生じたときにおいて
殊関係者（子会社等）をその
託であって、かつ、②その
更が可能である場合に、
益分配割合の変更が可能
受益者、委託者、受託者
（法施令 14 条の 5Ⅵ）
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自己信託等により行う場合、通常の事業を従前通
した利益は受益者にそのまま帰属することとなり
可能となる。これを防止するために、①その
である法人自身、又はその特殊関係者が
においてその存続期間が 20 年を超えるものとされている
とみなされる（法法 2 条 29 号の 2 ハ⑵）。
である自己信託等
子会社等に取得させ、損益の分配を操作することにより
替えて法人税を回避することが可能となる。
、法人課税信託として課税がなされる
委託者である法人（自己信託の
受託者とし、さらに、その特殊関係者をその
時において特殊関係者である受益者に対する
法人課税信託に該当する（法法 2 条 29 号の
である場合」とは、特殊関係者に対する収益
その他の者がその裁量により決定することができる
財務省 HP「平成 19 年度改正関係参考資料（
り行っているの
、その事業にか
信託の効力が生じ
受託者である場合で
、事業
このような場合に、
。要件としては、①
場合）またはその特
受益者とする信
収益分配割合の変
2 ハ⑶）。上記の「収
の分配の割合につき
場合を指す。
法人税関係）」35 頁より
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⑷ 受益者等課税信託
受益者等課税信託とは、集団投資信託、法人課税信託、退職年金等信託、特定公益信託
以外の信託をいう（所法 13Ⅰ、法法 12Ⅰ）。信託の原則的な課税形態であり、財産の管理
または処分のための一般的な信託がこれに当たるといえる。信託財産に属する資産・負債
は受益者等に属するものとして、また、その信託財産に帰せられる収益・費用は受益者等
の収益及び費用として、法人税法・所得税法の規定が適用される（所法 13Ⅰ・Ⅱ、法法
12Ⅰ・Ⅱ）。
「受益者等」の範囲については、法人課税信託の「受益者等の存しない信託」において
検討した通り、受益者とみなし受益者とが含まれる（所法 13Ⅱ、法法 12Ⅱ）。法人が受益
者等である場合には、法人の各事業年度の所得計算上、信託の計算期間にかかわらず、当
該法人の各事業年度の期間に対応する当該法人の信託財産に帰せられる収益及び費用を当
該法人の収益及び費用として認識しなければならない（法基通 14-4-2）。一方、個人が受
益者等である場合には、個人のその年分の各種所得の金額の計算上、信託の計算期間にか
かわらず、信託財産に帰せられる収益及び費用は受益者のその年分の各種所得の金額の計
算上総収入金額又は必要経費に算入される（所基通 13-2）。また、受益者等が法人・個人
である場合を問わず、信託財産に帰せられる収益及び費用についての所得計算は総額法に
よらなければならないとされる（所基通 13-3、法基通 14-4-3）。
航空機リース等の租税回避防止のため、平成 17 年税制改正により組合事業から生じる
損失について、組合員の所得計算に関する特別規定が租税特別措置法に設けられたことは
前述したが、同様の規定が平成 19 年税制改正によって受益者等課税信託についても設け
られている。（措法 41 の 4 の 2、67 の 12、措法令 26 の 6 の 2Ⅳ）
４．小括
任意組合等や匿名組合は私法上の枠組みに沿った形で、基本的には画一的な導管性の付
与が行われているが、信託はこれらと異なり、同じ信託の枠組みを使っても、導管性の程
度に相当の差異がある点が特徴的であるといえる。受益者を構成員と捉え、導管性の観点
から上記の信託類型を考えると、法人課税信託については、それが信託の関係であるにも
かかわらず法人税の課税がなされること、受益者に対して信託段階での所得の性質を引き
継ぐことができないこと、損失を分配することができないこと等、非導管性を示す課税が
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行われているものと捉えられる。一方で、受益者等課税信託については、組合形態に近い
課税が行われており、導管性の程度が高いものといえる。
特に法人課税信託については、私法上法人として取り扱われないものを税務上法人とし
て扱う形態であるといえ、人格なき社団とは別に、税法独自の法人概念を導入したものと
して捉えることもできるだろう。法人課税信託は信託形態に対して法人形態で行われる投
資・事業に対する中立性確保と、課税繰延べ・租税回避等への防止という観点からその制
定がなされているものといえるが、事業体（受託者）段階での税収確保、課税関係の簡素
化といった点でも評価ができるものと思われる。一方で、私法上の取扱いと大きく異なる
税務上の扱いを行うことにつき、確かに法律（税法）に規定はなされているが、果たして
そのように取り扱う必要があるのかという点は更なる議論が必要であるように思われる。
以下、これまで信託についての取扱いを見て来たまとめとして、論点となりうるものを挙
げてみたい。
法人課税信託について、上記の類型Ⅰ（特定受益証券発行信託に該当しない受益証券発
行信託）については、受益証券発行信託でも集団投資信託となるものと法人課税信託とな
るものにつき、税負担の結果が大きく異なることが予想されることや、「未分配利益が信託
元本総額の 2.5％以下」という要件の是非を巡って論点となりうるだろう。類型Ⅱ（受益
者等が存在しない信託）については、他の法人課税信託と取扱いが大きく異なる点（信託
の設定に際し、信託財産の移転が出資ではなく贈与として扱われる点など）や、先に指摘
した委託者がみなし受益者となる場合に、法人課税信託とはならない点などが挙げられる。
類型Ⅲ（法人が委託者となる信託で一定のもの）に関しては、租税回避防止という点に重
点が置かれているものであるが、その要件が必要十分かという点が挙げられ、また、これ
からの信託の運用によっては、新たにこの類型が追加される可能性もあるものと思われる。
集団投資信託については、受託者段階での課税が無く、かつ分配がなされるまで受益者
にも課税がなされないとする取扱いについて、また、例えば合同運用信託の投資対象の多
様性にも関わらず、これを一律に利子所得として分類することの是非90について論点とな
りうる。
信託税制に関しては、信託税制内部での公平中立91、さらには信託と他の事業体を利用
した場合との公平中立といった観点からの考察を続けていく必要があるように思われる。
90 髙橋前掲注 30 103-104 頁
91 髙橋前掲注 30 82 頁
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第７節 資産流動化・投資信託を目的とした事業体
１．資産流動化を目的とした事業体
⑴ 概説
一般に資産の流動化とは、「企業や銀行が、保有資産に対する対外的コントロールを維持
しながら、資産に対する法的・会計的・税務的支配権の全部または一部を第三者に移転す
ることによって、法的・会計的・税務的オフバランス化の全部または一部を実現すると同
時に、当該資産の保有にかかる資金調達を行うこと」92であるとされている。資産の保有
者（オリジネーター）の信用にかかわらず、流動化の対象となる資産自体の価値に基づい
て資金を調達できることによって、資金調達手段の多様化や、オフバランス化による資産・
負債の圧縮等のメリットがあるものとされる。
⑵ 特定目的会社（SPC）
このような資産流動化取引の促進を目的として、平成 10 年に「特定目的会社による特
定資産の流動化に関する法律」が制定され、これを改正する形で、平成 12 年に「資産の
流動化に関する法律」が制定された。この法律の下で特定目的会社の設立、あるいは特定
目的信託の設定が可能となっている。
特定目的会社は、主に資産流動化を目的として設立される社団であり、会社法の規制を
ベースとしながらも、資産流動化の目的達成のため、社員や組織93、業務内容94の点で会
社法とは異なる規制がなされている。
92 大垣尚司『ストラクチャード・ファイナンス入門』（日本経済新聞社・1997 年）124 頁
93 特定目的会社の社員には特定社員と優先出資社員がおり（資産流動化法 26）、配当請求権、
残余財産分配請求権はそれぞれに有しているが（資産流動化法 27Ⅱ）議決権は原則として特定
社員のみが有している点（同法 27Ⅲ、Ⅳ）、また、優先出資社員に対しては証券を発行しなけ
ればならないのに対して（同法 48Ⅰ）、特定社員の出資（特定出資）に関しては、証券を発行
することができない点（同法 37）、優先出資の募集に関しては取締役の決定（取締役が複数人
いる場合には、その過半数により決定する。同法 39Ⅰ）で足りるのに対し、特定出資の募集に
ついては、その募集事項を社員総会により決定しなければならない点（同法 36Ⅱ）などが特徴
的な点である。
94 特定目的会社が資産流動化業務を行う際には、内閣総理大臣への届出が必要となり（同法 4
Ⅰ）、特定目的会社は資産流動化に係る業務及びその附帯業務以外の業務を行うことができな
いこととされている（同法 195）。これは、特定目的会社の税制上の優遇措置が違法に利用さ
れることを防止するとともに、特定目的会社が資産流動化業務以外の業務を行うことによって
投資家の利益が害されることを防止するための規定であるといえる。同じ趣旨の下で、特定資
産の信託義務（同法 200）や、特定資産の処分制限（同法 213）、余資運用の制限（同法 214）
等の規定も置かれている。
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⑶ 特定目的信託
特定目的信託は、「資産の流動化に関する法律」に基づいて設定された信託である。これ
は、資産の流動化を目的とし、かつ信託契約の締結時において委託者が有する信託の受益
権を分割することにより、複数の者に取得させることを目的とするものである（資産流動
化法 2ⅩⅢ）。
特定目的信託に関しては、その信託受益権の流動性確保や投資家保護の要請から、通常
の信託と比べ様々な規制がなされている95。
２．投資信託を目的とした事業体
⑴ 概説
投資信託とは、運用の専門家である資産運用会社が、投資家から集めた資金を株式や公
社債等さまざまな資産に運用し、その成果を分配金として投資家に配分する仕組みを指す
96。投資信託については主に「投資信託及び投資法人に関する法律」が規律を行っている。
混乱を避けるため、以下では「投資信託」という語を、投資信託及び投資法人に関する法
律に基づき設定されたものとして論を進めていく。
投資信託を分類すると、契約型（信託型）の投資信託と会社型の投資信託に分類するこ
とができ、さらに、契約型の投資信託は委託者指図型・委託者非指図型とに分類される。
日本においては契約型の投資信託が主流であり、会社型は主に J-REIT（不動産投資信託）
で利用されているとされる97。会社型の投資信託は投資法人を利用するものであり、アメ
リカではミューチュアル・ファンドと呼ばれているものである。
⑵ 投資法人
投資法人は、「投資信託及び投資法人に関する法律」により設立される法人であり、主
として特定資産に対する投資を行うために設立された社団である（投信法 2Ⅻ）。投資法人
95 例えば、その受託者が信託会社等でなければならないこと（資産流動化法 223）や、特定目
的信託契約を締結する場合には、内閣総理大臣への届出が必要となること（同法 225Ⅰ）、特
定目的信託契約には、委託者が「特定資産の管理及び処分について受託信託会社等に対して指
図を行うことができないこと」といった条件を付さなければならないこと（同法 230Ⅰ①）、
限定責任信託を設定することはできないこと（同法 230Ⅱ）などである。
96 大矢昇太・福田充宏編『SPV の会計・税務・監査』（中央経済社・2011 年）52 頁
97 社団法人投資信託協会 HP http://www.toushin.or.jp/investmenttrust/type/group/より
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は内閣総理大臣の登録を受けなければ、資産運用に係る業務を行うことができない（投信
法 187）。また、投資法人の業務については、投資法人は資産の運用以外の行為を営業とし
て行うことはできず（投信法 63Ⅰ）、本店以外の営業所を設けること及び使用人を雇用す
ることもできない（投信法 63Ⅱ）。また、資産運用業務は資産運用会社に、資産保管業務
は資産保管会社に、一般事務は一般事務会社にそれぞれ委託しなければならないとされる
（投信法 198、208、117）。このように投資法人自体が主体的に何らかの業務を行うこと
が制限されていること等によって、投資者を保護する仕組みが採られているといえるが、
一方でこれらの規制のために、J-REIT 以外の投資信託については、あまり利用されてい
ないものといえる。
⑶ 投資信託
「投資信託及び投資法人に関する法律」に基づき設定されたものであり、資産運用に用
いられる。資産運用につき、投資法人が利用される場合は J-REIT にほぼ限られ、実際に
は契約型の投資信託が広く用いられているものとされる。
契約型の投資信託は委託者指図型と委託者非指図型とに分類することができ、「委託者と
受益者が異なる者である場合（委託者指図型）」と「委託者と受益者が同一の者である場合
（委託者非指図型）」という点にその違いがある。また、委託者非指図型投資信託の場合は、
その信託財産を主として有価証券に投資すること（証券投資信託）が禁じられている点も
大きな違いであると言える98（投信法 48）。
３．税務上の取扱い
⑴ 特定目的会社・投資法人
特定目的会社・投資法人ともに法人であり、普通法人として法人税の納税義務者となる
（法法 2⑨）。法人税法において、法人が行う利益又は剰余金の分配は「資本等取引」とし
て損金への算入は認められていない（法法 22Ⅲ③、Ⅴ）。しかし、一定の要件を満たす特
定目的会社、投資法人が、一定の要件を満たす事業年度において支払った利益の配当につ
いては損金算入が認められており（措法 67 の 14Ⅰ、67 の 15Ⅰ）、税負担の軽減措置が認
められている。その一方、一般の会社に認められている軽減措置のいくつかの適用が不適
98 なお、会社型の投資信託（投資法人）の場合、投資対象の制限は無い。
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用ともなっている99。支払配当の損金算入を利用するための要件についてはかなり細かい
が、その要件の大部分は、税務と関わりなく証券化のスキーム組成時に問題となるもので
あり、要件を満たすように組成することにより充足できるものであるとされる100。この要
件の中で満たすのが比較的困難であり、一番重要であるのが「支払配当額が配当可能利益
の 90％超であること」（措法 67 の 14Ⅰ、67 の 15Ⅰ）である。どちらの事業体の活用に
おいても満たすのが厳しいハードルとなっており101、内部留保の割合を制限することによ
って、その導管としての活用を確保するねらいがあるものと考えられる。
⑵ 特定目的信託・投資信託
特定目的信託（資産流動化法 2 条 13 項）及び投資信託（投信法 2 条 3 項に規定するも
ので、集団投資信託に該当するものを除く）については、原則として法人課税信託として
の課税が行われるが（法法２条 29 号の２ニ・ホ）、投資法人、特定目的会社と同様に一定
の要件を満たす特定目的信託・投資信託であって、一定の要件を満たす事業年度において
支払った利益の分配の額は損金算入が認められている。これは、特定目的信託と特定目的
会社は同じ資産流動化型のスキームであり、投資信託と投資法人は同じ投資信託のための
スキームであることから、同じスキーム内における選択として税制を整合的にする必要が
あるためと考えられている。
４．小括
この節においては、支払配当損金参入方式が採られている事業体を紹介したが、これら
は原則として通常の法人や法人課税信託として扱われ、要件を満たすことによって導管性
が付与される類型の事業体であるといえる。これらの事業体に対して、現在の分配利益損
金参入方式が妥当であるのか、また、より導管性の強いパススルー課税の導入はどうかと
いう点が論点となりうる102。現行の分配利益損金参入方式を採用した理由としては、特定
目的会社・投資法人がともに法人であり、「原則として法人＝法人税課税」というルールを
維持した上で、事業体についての導管性を確保したいという目的が背後にあるものと思わ
99 例えば、受取配当益金不算入の規定が適用されないこと（措法 67 の 14Ⅱ、Ⅵ）中小法人に
対する優遇措置の不適用（措法 67 の 14Ⅱ、Ⅲ）など。
100 大矢前掲注 96 195 頁
101 大矢前掲注 96 196 頁、225 頁
102 髙橋前掲注 30 88 頁
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れる。また、特定目的信託や投資信託についても、同様のスキームにおける税負担に対し
中立であることを目的として税制の構築が図られているものと考えられる。
前述の通り、事業体選択に当たり、その税負担の結果が明白に予測できるのであれば事
業体選択に関する意思決定への中立性を害しているとは言えないものと考えられ、その税
負担の結果に著しく偏りがある等、公平性を欠く場合に、立法政策として導管性の程度を
調整すべきであると私は考える。この点、投資法人と特定目的会社における国内募集割合
の判定基準103や、支払配当損金算入のための要件が配当可能利益の 90％の配当であること
の是非、投資信託とされるものについて、単に法人課税信託に該当する場合と、ペイスル
ー型の法人課税信託類型となる場合との税負担の結果等、これらについてその要件・税負
担の結果の差異が著しく公平性・合理性を欠くと判断される場合に、何らかの導管性調整
が必要となるのではないかと思われる。
103 平成 23 年度税制改正では、特定目的会社については２以上の種類の優先出資を発行する場
合において、それぞれの種類の優先出資ごとに国内募集割合 50％超の判定を行うことが明確化
され、投資法人については、国内募集割合 50％超の判定を、「発行する投資口ごと」から「発
行をした投資口合計」で行うこととされた。取扱いが不明瞭であった税制上の事項につき明確
にされたものといえるが、両者で取扱いを変える意義がどれほどあるのか、検討を要する点で
あるといえる。
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第３章 外国事業体－特に米国事業体の「法人」該当性を中心に－
１．私法上の取扱い（外国法人）
現在では国内の法人のみに限らず、国外の法人が我が国において事業を行うことも一般
的である。一例を挙げれば、日本に支店や工場を開設して直接事業を行う場合等が考えら
れる。このとき、日本だけでなく、相手国の法令が関係することとなり、また、取引の内
容によっては新たな第三国の法令が関係することもありうる。このようにいくつかの国の
法令が関係する場合には、当事者間で適用すべき法（準拠法）の決定が問題となる。この
ような準拠法決定に関する私法上のルールが国際私法である。ここではまず、国際私法の
通説をベースに、外国法人についての私法上のルールを概観していく。
「外国法人」とは、国際私法上、従属法が外国法である法人を指す。従属法とは、外国
法人の成立、消滅、および内部関係を規律する法であり、外国法人の従属法決定にあたっ
ては、本拠地法主義と設立準拠法主義の２つの考え方がある。前者は法人活動の本拠であ
る住所地を基準として従属法を決定する立場であり、後者は設立の際に準拠した法によっ
て権利能力やその他の団体に関する法律関係を決する立場であって、運用上の容易さ等か
ら後者の設立準拠地法を従属法とする立場の方が一般的であると解されている104。このた
め、以下では外国法である設立準拠地法を従属法とする法人を「外国法人」として論を進
めていく。
従属法上（法人設立地の法において）有効に法人格を付与されたとしても、我が国にお
いて当然に活動することが認められているわけではない。民法上、外国法人が我が国で活
動を行うためには、その承認（認許）を受ける必要があり、国、国の行政区画及び外国会
社を除いては、認許を受けるのに法律又は条約の規定が必要となる（民 35Ⅰ）。この認許
を受けた外国法人であれば、日本において成立する同種の法人とほぼ同一の私権を有する
こととなる（民 35Ⅱ）。外国事業体がこの規定により認許されない場合であっても、当該
外国事業体が外国の法律によって有効に成立し、設立準拠法において法人格が付与されて
いれば、その法人格そのものが否定されるものではないと解されており、また「認許」に
ついて、わが国ではその法人について個別的に認許を行う方式を採ってはおらず、概括的
に認許がなされるものと考えられている105。
104 上田純子「外国会社の意義」会社法の争点（2009 年）
105 櫻田嘉章『国際私法（第５版）』（有斐閣・2006 年）167-168 頁。なお、この認許制度につ
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２．税務上の考え方
⑴ 外国法人
外国法を準拠法とする事業体については、それが「外国法人」（法法 2④）に該当すれば、
国内に源泉所得がある場合には我が国の法人税の納税義務者となる。この外国法人は、「内
国法人以外の法人」（法法 2④）を指しており、その内国法人とは「国内に本店又は主たる
事務所を有する法人」（法法 2③）を指している。
まず、私法上の「外国法人」と法人税法上の「外国法人」の意義についてであるが、前
述のとおり、私法上の外国法人を設立準拠地法主義によって解した場合には、「外国におい
て設立された法人」を意味することとなり、このとき「本店又は主たる事務所」（法法 2
③）の所在地は通常設立地となるため、私法におけるものと同一であると解することがで
きる。また、「外国法人」という語の私法と税法との取扱いに差異を設ける特段の理由も見
当たらないため、法的安定性の観点から同一に解すべきであると思われる。
しかし、外国の事業体が「法人」に該当するかを判断する基準が法人税法上明らかでは
ない。つまり、国内の法人課税を受ける事業体と同様に、「法人」の意義をめぐる問題に直
面することとなるが、海外事業体はこれに加えて、海外の法令が関係しているという点を
考慮しなければならず、問題がより複雑になるものといえる。
⑵ 解釈
我が国の税制において、外国の事業体が「法人」に該当するのかどうかを判断するには、
以下のような立場があると考えられる106。
① 設立準拠法説
設立準拠法、あるいは契約準拠法がその事業体に法人格を認めているか否かという点で
「法人」性を判断する考え方である。設立地の私法をもとに、法人性を判断するものとも
いえる。しかし、設立準拠法において法人格を有するための要件や、法人格を有する場合
の効果が日本の法律上のそれと著しく異なる場合に、日本の税法がそれに拘束されること
いては、現在における法的必要性が疑わしいのみならず、とくに認許の範囲が狭すぎる点（外
国公益法人等の取扱いが不明である点）で批判があるとされる。
106 仲谷栄一郎・藤田耕司「海外事業体の課税上の扱い」金子宏『租税法の発展』（有斐閣・2010
年）640-641 頁
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は不合理であるとの批判が考えられる。
② 設立地税法説
設立地の税法がその事業体を事業体として課税しているかどうかに従うという立場であ
る。しかし、課税は本来国家ごとの管轄事項であって、他国の課税方法に日本の税法が従
わなければならないということは、日本の課税権の侵害になるものと考えられる。例えば、
アメリカの税法においては、後述するように納税者に事業体課税か否かの選択が認められ
る場合があるが（check the box regulation）、この選択に日本の税法も従わなければなら
ないとするのは、日本にもそのようなルールを定め、相互主義的な税制を採っていない限
り、採用しえないものと思われる。
③ 国内私法説
国内私法から見て、その事業体が法人と判断されるか否かにより判断するという立場で
ある。しかし、第２章２節１．⑴において検討したように、我が国においてその事業体が
法人であるかを判断するにあたっては、我が国の法律にその規定（「○○は法人とする」旨
の規定）があるかどうかを元に判断することが基本となるものと考えられるため、外国事
業体（外国の法律において規定）についてどのように法人性を判断するのかという点が論
点となる。
④ 国内税法説
国内税法から見て、その事業体が法人として課税されるか否かにより判断するという立
場である。しかし、日本の税法の場合、そもそも「法人」とは何かが具体的に定義されて
はおらず、国内私法に従う（借用概念）と考えられるため、結局国内私法からみて判断す
ることとなろう。
国税庁の見解として、平成 13 年 6 月に「米国 LLC に係る税務上の取扱い」が公表され
ており、そこでは、「ある事業体を我が国の税務上、外国法人として取り扱うか否かは、当
該事業体が我が国の私法上、外国法人に該当するか否かで判断することにな」ると規定し
ている。この詳しい内容については以下で検討するが、ここでも、上記③の国内私法説に
よることを明確にしているものといえる。
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また、裁判例においても、ニューヨーク州 LLC が我が国の私法上（税務上）外国法人
に該当するかが問題となった事案において（さいたま地裁平成 19 年 5 月 16 日判決）、ま
た米国 LPS についての同様の事案について（大阪地裁平成 22 年 12 月 17 日判決）、私法
上の法人格を有するか否かによって基本的には決定されると判断されたものがある。
３．米国の事業体分類基準
米国の法人その他の事業体は、各州の会社法その他の法律に基づいて設立され、その場
合の要件等は各州の法律によって異なる点がある。アメリカの代表的な事業体を挙げると、
普通法人（regular corporation）、小規模会社（small business corporation）、ジェネラル・
パートナーシップ（General Partnership：GP）、リミテッド・パートナーシップ（Limited
Partnership：LP）、有限責任会社（Limited Liability Company：LLC）等が挙げられ、
さらに、信託（trust）の活用も盛んであるとされる。
このように様々な事業体形態が存在する米国では、法人格の有無により自動的に米国内
国歳入法上の法人として扱われるべき事業体か否かが判断されるわけではなく、1960 年代
から 1996 年まではキントナー規則によって、1997 年以降はチェック・ザ・ボックス規則
により、事業体の分類に関するルールが定められてきた。キントナー規則とは、法人課税
を受ける団体と、パススルー課税を受けるパートナーシップとの分類を、①事業体の継続
性、②運営管理の集中、③有限責任制、④持分の自由譲渡性という４つの要件（法人類似
性基準）により判断するものであり、このうちの 3 つ以上を満たすものについては、法人
として課税するというものであった。これについては納税者・課税庁共に、ある事業体が
法人として扱うべきか、パートナーシップとして扱うべきかの判断のために多大な事務負
担を要することとなること等から批判があり、1996 年をもって廃止された。
その後、米国税制上の事業体分類について、1997 年にチェック・ザ・ボックス規則が導
入された。これは、営利事業体については「法人そのもの（per se corporation）」として
扱われることが義務付けられていない営利事業体を「適格事業体（eligible entity）」とし
た上で、この適格事業体の構成員に、当該事業体を法人課税とするか、パススルー課税と
するかを選択させる制度である。一定の事業体について課税上の取扱いを納税者の選択に
任せるという点で、革新的な制度であるということができる。また、キントナー規則の下
では内国事業体のみならず全ての外国事業体についてその性格を分析しなければ、事業体
分類ができなかったという問題が生じていたが、現在では財務省規則において、自動的に
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法人として扱われる外国事業体が列挙されており107、キントナー規則の下での問題の一定
の解決が図られてはいる。また、日米間においては、例えば日本の税務上法人扱いとされ
るが、米国税務上はチェック・ザ・ボックス規則適用によりパススルー扱いになる場合が
想定される事業体（LLC など）等について、二国間での二重課税を排除するため、日米租
税条約において特別な取扱いがなされている（4 条 6 項）108。
４．米国事業体の取扱い
以下では法人、LLC、パートナーシップ等の米国事業体ついて、米国法上の取扱いを検
討した後に、特に日本人個人の構成員がいる場合を念頭に置いて、日本税制上「法人」に
当たるのかどうかという点について検討してみたい。
⑴ 法人・団体
米国連邦所得税法上、法人課税の納税義務を負うものとしては、まず法人（Corporation）
が挙げられ、このほかに団体（Association）が挙げられる。法人は各州法において法人格
が与えられている組織体であり、いわば形式的に決定されるが、団体はその実態に即して
個別に判断され、持分が公に取引されるようなものの場合には法人課税を受けることとな
り、それ以外のものは、パートナーシップとしてパススルー課税となる109。
法人や一定の団体の稼得した所得については、法人課税がなされるのが前提であるが、
株主数が 100 人以下、株主に非居住外国人がいない等の要件（法 1361 条⒝⑴）を満たし
た法人であって、その法人の全株主の同意がある場合（法 1362 条⒜⑵）には、小規模法
人（S corporation）となることを選択できる。これは、米国内国歳入法のサブチャプター
S が適用される法人であり、パススルー課税の適用を受けることが可能となるものである。
107 日本の株式会社、イギリスの Public Limited Company、フランスの Societe Anonyme 等
が挙げられている。
108 この規定においては、適正に二重課税を排除するようにするために、表面上の所得の受取
者を条約の対象とするのではなく、その所得を申告し課税を受ける者を条約の対象としている。
例えば米国の事業体が税務上法人課税を選択している場合、日本法上の取り扱いにかかわらず、
米国居住者である当該事業体が条約適用の対象となる。また、米国の事業体が米国の税務上パ
ススルー課税を選択している場合、日本の税務上その事業体がどのように取り扱われるのかに
かかわらず、その構成員またはパートナーが条約適用の対象となる。参考：税理士法人中央青
山編『新日米租税条約の実務ガイド』39-42 頁
109 森信茂樹「新たな事業体と組合税制」フィナンシャル・レビュー69 号（2003 年）129 頁
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これと対比する形で、小規模法人に該当しない法人は C 法人（C corporation）と呼ばれる
ことがある。
日本法上、原則として米国で設立された法人は外国法人として取り扱われることとなる
（設立準拠法主義）。このため、C 法人については日本法上外国法人として取り扱われるこ
とが通常であると考えられる。また、日本人構成員（個人株主）が存在する場合には、そ
の分配を受けた利益について、所得税法 24 条 1 項の「配当等」に該当するものと考えら
れるため、配当所得として取り扱われることとなろう。
S 法人についても、パススルー課税の適用を受けている点に関わらず、アメリカの法人
であることが明白であるため、わが国では外国法人としての取扱いがなされるものと思わ
れる。なお、S 法人について、株主に外国籍の者がいる場合にはそもそも S 法人となるこ
とを選択できないため、日本人構成員がいる場合の問題は生じない。
⑵ リミテッド・ライアビリティー・カンパニー（LLC）
米国各州が制定する LLC 法に基づき設立される事業体である。LLC 法は 1977 年にワ
イオミング州で制定されたのを皮切りに、現在では全米の各州（50 州）およびコロンビア
特別区において制定されている。その数は全米で 100 万社を超えており、不動産、合弁事
業、ハイテク事業、ベンチャー企業およびベンチャーキャピタルへの投資手段、さらには
我が国企業の対米進出の手段としても注目されている110。
各州の LLC 法の細部には異なる点があるようであるが、基本的な点についてはほぼ同
一であり、①各州の有限責任会社法により設立されること、②すべての構成員（出資者）
は有限責任であること、③存続期間が有限であること、④構成員の数に制限が無いこと、
⑤構成員の死亡及び脱退が解散原因となること、等の共通点があるとされる111。LLC の所
有者は株式会社における株主が法人債務に対する責任を保護されるのと同様の方法でその
事業についての個人的責任が保護されている（有限責任）が、その他多くの点では、パー
トナーシップに類似した事業形態となっているとされる112。
LLC の稼得した所得については、米国内国歳入法上、チェック・ザ・ボックス規則（check
the box regulation）の適用があり、法人としての課税とパートナーシップとしての課税の
110 平野嘉秋『Q&A による LLP/LLC の法務・税務・会計』（税務研究会出版局・2005 年）
111 伊藤前掲注 1 403 頁
112 平野前掲注 110 349 頁
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いずれかを選択することが認められている113。
日本における取扱いとして、法人に該当するのかという点が問題となり、これにつき、
いくつかの裁決例、裁判例が出されている114。特に、この点について争点となったさいた
ま地裁の判決（平成 19 年 5 月 16 日）を見るに、わが国の租税法上「法人」該当するかど
うかは私法上の法人格を有するかどうかによって基本的に決定されるとした上で、外国の
法令に準拠して設立された社団・財団の法人格の有無の判定にあたっては、基本的に当該
外国の法令の内容と団体の実質に従って判断するのが相当であると判示している。その結
果、本件ニューヨーク州の LLC は、構成員からは独立した法的主体（separate legal entity）
であり、LLCの個別財産についてLLCの構成員は一切の利益ないし持分を有しないこと、
自己の名において契約をすることができること等から、法人格を有する団体として、わが
国の私法上（租税法上）の法人に該当すると判断された。
また、前述の通り、国税庁ホームページにおいて、「米国の LLC の税務上の取扱い」が
公表されており、米国 LLC は原則的に我が国の外国法人に該当する旨が記載されている。
その根拠としては、まず、税務上外国法人に該当するかどうかは、わが国の私法上外国法
人に該当するか否かによって判断するという点が述べられたあとに、①LLC が商行為をな
す目的で LLC 法に準拠して設立された事業体（外国の商事会社）であること、②設立に
伴い商号等の登記が行われること、③事業体自らが訴訟の当事者等になれるといった法的
主体となることが認められていること、④統一 LLC 法において「LLC は構成員と別個の
法的主体である」、「LLC は事業活動を行うための必要かつ十分な、個人と同等の権利能力
を有する。」と規定されていること、が挙げられている。
税法に「法人」の定義が無い以上、私法上の概念によらなければならないとする判断は
正当であると思われる。しかし、私法上の「法人」概念についてもはっきりと明確にはな
っておらず、その要件をめぐり議論となっている。その要件につき、例えば法的に独立の
主体であっても登記が不要な団体や、あるいは財産は共有関係にあるが、訴訟上の当事者
能力は認められる団体が外国にあった場合に、どう判断するのだろうか。裁判所の出した
要件は「法人」性要件として必要十分なものであるのか、その優劣関係はどうなるのか、
更なる検討が必要であるように思われる。これは以下に示す事業体についても同様のこと
113 なお、選択を行わなかった場合には、パートナーシップとして扱われる。
114 国税不服審判所平成 13 年 2 月 26 日採決、さいたま地裁平成 19 年 5 月 16 日判決（平成
17 年（行ウ）第 3 号）、東京高裁平成 19 年 10 月 10 日判決（平成 19 年（行コ）第 212 号）
など
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がいえる。
⑶ パートナーシップ（PS）
米国のパートナーシップは、各州法により規制がなされるが、1914 年に「統一パートナ
ーシップ法（The Uniform Partnership Act：UPA）」が一時は、ルイジアナ州を除く全州
で採用されていた。しかし、1992 年に「改訂統一パートナーシップ法（The Revised
Uniform Partnership Act：RUPA）」が作られ（1997 年最終改正）、現在では多くの州が
こちらを採用しているようである115。パートナーシップは米国の法人と比較した場合に、
①所有と経営が一致していること、②パートナーは原則として無限責任であること、③組
織設計が柔軟であること等の特徴がある116。パートナーシップはその構成員たる個々のパ
ートナーの集合体としてみなされ、パートナーシップにより稼得された所得等はパートナ
ー自身により稼得されたものとして課税が行われる117。
では、米国のパートナーシップは、日本法からみて法人となるのだろうか、あるいは組
合に類似した契約類型となるのだろうか。以下の理由118より、わが国の私法上外国法人と
して取り扱われる可能性もあるものと考えられる。まず米国のパートナーシップは一定の
要件に該当するものにつき登録制度がある点、法人格があるか（RUPA）、そうでなくても、
不動産をパートナーシップの名で所有できる（UPA）点である。また、パートナーの責任
が分割責任ではない点、一定の場合に業務執行者の忠実義務等が強行規定により定められ
ている点は、日本の組合よりも合名会社に近い性質を有しているように思われる。一方、
パートナーシップは不要式の合意により成立し、かつパートナーが一人になることは解散
事由である点、税制上パススルーである点等は、日本の組合契約に近い性質を有している
ものと考えられる。
特にリミテッドパートナーシップ（LPS）が我が国の租税法上「法人」に該当するかを
めぐっては、同様の事実認定の下にありながら大阪地裁と東京地裁との判断が相違してお
り、今後の展開が注目される所である。大阪地裁判決（平成 22 年 12 月 17 日）において
115 江頭憲治郎「「外国会社」とは何か－持分会社に相当するものの場合－」早稲田法学 83 巻
4 号（2008 年）12-13 頁
116 伊藤前掲注 1 399-400 頁
117 米国税制上、パートナーシップもチェック・ザ・ボックス制度の対象となり、納税者が選
択すれば、パートナーシップを課税主体とする取扱いも認められる。
118 江頭前掲注 115 17 頁
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は、デラウェア州 LPS は我が国租税法上「法人」であると判断された。その判旨を見るに、
まず外国法人について、わが国の私法上の「法人」概念と同一の意義に解するのが相当と
した上で、「法人」に該当するかどうかを「権利義務の主体となることのできるもの」であ
るか、実質的な観点から当該事業体に認められている能力及び属性の内容を検討し、その
上でわが国の私法上「法人」とされることによって当然に認められる能力及び属性を全て
具備していると評価できるか否かにより決定すると判断している。その中では、物権の帰
属や債権債務の帰属、訴訟法の当事者能力を有するか等を基準としている。一方で、東京
地裁判決（平成 23 年 7 月 19 日）においては、デラウェア州 LPS は「法人」に該当しな
いとされた。本判決においては、外国の事業体の法人該当性判断について、「その準拠法に
よって法人とする旨を規定されていたものであるか」という点を挙げ、外国事業体が「損
益の帰属主体か否か」という基準を中心にして判断されているという点が特徴的な点であ
る119。
⑷ 小括
このように、アメリカの事業体の一部だけを見ても、わが国の法律上それを「法人」と
して扱うのかという点について、必ずしも明確な解決が図られているとはいえないことが
分かる。ここでは、この問題に対するアプローチとしてどのようなものが考えられるのか
考察してみたい。現行のルールをベースに置けば、「法人」概念は私法からの借用概念であ
り、私法上の「法人」概念もその要件をめぐって様々な解釈がありうることは、前に紹介
した裁判例においても見られたところである。この「法人」概念を私法上整理し、その要
件を具体化・明確化することが一つのアプローチとなるだろう。そのためには民法学や商
法学等の私法のこの分野の発展を、公法である租税法側から促進していくことも必要であ
るように思われる。
一方でもう一つのアプローチとしては、税法に規定を盛り込むという方法が挙げられる。
租税法律主義の要請から、税法上に規定のない「法人」概念は私法からの借用概念として、
特別の事情が無い限り私法におけるものと同様に解するのが相当であるが、もし税法に規
定があり、そのルールが明確で納税者の予見可能性を害するおそれがない場合には、必ず
しも私法に基づく必要はないものと考えられる。税法に規定をするというアプローチでも、
119 大澤麻里子「デラウェア州 LPS が我が国の租税法上の「法人」に該当しないとした例」ジ
ュリスト 1431 号 86-87 頁
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①アメリカのようにチェック・ザ・ボックスルールを導入し、一定の事業体につきその課
税方式を納税者の選択にゆだねる方法や、②ドイツの所得税法・法人税法に見られるよう
に、民事法上の取扱いに関わらず、その外国企業の法的構造及び経済的機能という観点か
ら、内国租税法上の類似する内国企業体を決定する方法、③キントナー規則のように納税
主体として課税されるのに必要な要件を国内租税法において掲げ、外国事業体についてそ
れを基に判断を行う方法等が考えられる。どのアプローチを採るにしても、結局は法人と
それ以外のものを区別する基準（①についても、税務上当然法人として扱う事業体をどう
区分するのか）を設定する必要があり、この中では、第１章で検討した法人税の課税根拠
論に基づいた議論が行われる必要があるように思われる。なぜなら、税務上「法人」とし
て課税されるべき事業体を税法において規定し、現行の私法における「法人」概念によら
ないとする以上、「なぜその事業体に法人課税を行うのか」という議論がより必要性を増す
ためである。
なお、国家はそれぞれに課税権を持ち、日本独自の事業体課税を行うことができたとし
ても、日本が他国と異なる突出した解決をすることは納税者に大きな不利益を被らせ、ひ
いては日本の事業体の海外取引に大きなマイナスを与えることが予想される120。他国の事
業体制度、税制等を十分に比較考量した上で、バランスの取れた制度の構築を行うべきと
思われる。
120 平野嘉秋『日本版タックス・シェルター・ファンド』（大蔵財務協会・2011 年）559 頁
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おわりに
本稿では、第１章において法人税の性質を論じ、第２章・第３章において国内・国外の
事業体についての私法・税法上の取扱いを検討してきた。当初執筆時には、法人税の性質
（独立課税説・代替課税説）のいずれかに説得力を持たせて論を展開し、多様な事業体に
ついての総括的な税制の構築ができるのではないかと考えたが、しかし、どちらの説にも
有力な批判があり議論が錯綜していること等から、視点を変えて、法人税が導管性を制限
するという法人税の機能に着目した考え方を中心に、現行の税制を考察した。この「導管
性」の概念は、髙橋教授の論文によるところが大きいが、この考え方を採ることにより、
法人税を課すことと、法人税と所得税との統合の手段とを、それぞれ導管性を制限／緩和
する手段として位置づけることができ、上記の法人税の性質の議論の一方に留まった議論
を行うよりも、より広い視野で事業体課税を捉える事ができたように思われる。また、法
人税の性質の議論が全く無駄になるものではなく、法人税の課税根拠論や、法人税と所得
税との統合手段をそこに活かすことができる点が評価できるものと思われる。以下、本稿
を締めくくるに当たって、私の主張を挙げていきたい。
第１章での検討につき、
① 「ある事業体に法人税を課すか否か」という点のみに着目すべきではなく、導管性の観
点から法人税を導管性制限の１つの要素として、機能的に捉えることが有用である。
② 導管性に影響する要因として、法人税課税の有無、所得税と法人税との統合手段として
１章で挙げたもの等が採られているか、事業体段階と構成員段階での税率、構成員に対
して分配された経済的利益・損失についての所得区分、特に法人につき税務上損金・益
金算入の程度がどれほど認められているか等様々なものが挙げられる。
③ 事業体に応じて導管性を制限若しくは緩和する基準となるものとしては、その事業体が
法人であるか否か（法人税の課税根拠論より）、その事業体の目的（営利であるか非営利
であるか。特定目的会社等のように、導管としての役割しか果たさないものであるか等）、
事業規模、執行コスト、財政上の要請等が挙げられる。
第２章で法人（特に会社）と、組合について検討したことにつき、
④ 「企業選択への中立性」について、まずは「企業選択による税負担の結果への中立性」
よりも「企業の意思決定に対する中立性」を果たすことが重要である。
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⑤ 「企業の意思決定に対する中立性」を果たすためには、特に組合に関する課税ルールに
ついて、さらには私法上の取扱いが不明瞭な部分について、その規定がなされることが
重要である。
⑥ 「企業選択による税負担の結果への中立性」については、その税負担結果に過剰な偏り
があり、公平性を欠くと判断されるような場合に、企業規模や事業目的等に応じて導管
性を調整する立法を行うことによって解決を図ることが望ましい。
⑦ 資金調達・配当政策への中立性についても、企業の意思決定に対する中立性をまず確保
すべきであり、立法政策上、その税負担の結果に過剰な偏りがあり、改善すべきと判断
されたときに、税負担の結果への中立性を改善していけばよいと考えられる。
⑧ わが国の「原則として法人＝法人税課税」としたルールは明確であり、基本的に維持す
べきと考える。組合であっても法人税を課す、あるいは法人であっても法人税を課さな
い場合のあるような税制を構築する場合には、法人税を課すか否かの線引きをどこで行
うのか、その基準は何か、その執行にかかるコストが膨大とならないか、その点が「原
則として法人＝法人税課税」とした現行ルールと比べはっきりしない。
⑨ 人格なき社団については、私法上の権利能力なき社団の範囲を少なくとも拡大するもの
であってはならないものと考えるべきである。
匿名組合について検討したことにつき、
⑩ 商法上は営業者の単独事業とされ、匿名組合員は業務執行・営業者を代表することがで
きないこと、経済的にも出資・投資の手段として用いられることが一般的と解される点を
見ると、税務上も単独事業とみることが妥当である。
⑪ 匿名組合契約について、信託契約として構成することができるように思われ、これらの
相違点は税務上課税方法を別にする必要があるほどの重要性を持っていないようにも思わ
れる
⑫ 匿名組合の取扱いにつき、各国との租税条約において、匿名組合契約に基づく利益の分
配について日本の国内法通りの課税に服することをポリシーとする条約改正を進めていく
べきである。
信託について検討したことにつき、
⑬ 法人課税信託は信託形態に対して法人形態で行われる投資・事業に対する中立性確保と、
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課税繰延べ・租税回避等への防止、事業体（受託者）段階での税収確保、課税関係の簡素
化といった点でも評価ができるものと思われる。一方で、私法上の取扱いと大きく異なる
税務上の扱いを行うことにつき、確かに法律（税法）に規定はなされているが、果たして
そのように取り扱う必要があるのかという点は更なる議論が必要であるように思われる
⑭ 信託税制に関しては、信託税制内部での公平中立、さらには信託と他の事業体を利用し
た場合との公平中立といった観点からの考察を続けていく必要がある
資産流動化・投資信託を目的とした事業体を検討したことにつき、
⑮ 特定目的会社・投資法人がともに法人であることから、「原則として法人＝法人税課税」
というルールを維持した上で、支払配当損金算入方式により導管性を確保しようとした意
図が伺われ、また、特定目的信託や投資信託についても、同様のスキームにおける税負担
に対し中立であることを目的として税制の構築が図られているものといえる。今後のこれ
らのスキームの利用によっては、投資法人と特定目的会社における国内募集割合の判定基
準や、支払配当損金算入のための要件が配当可能利益の 90％の配当であることの是非、ま
た、投資信託とされるものについて、集団投資信託に該当する場合と、ペイスルー型ある
いは通常の法人課税信託類型となる場合との税負担の結果が異なること等につき、何らか
の是正が求められることも考えられる。
外国事業体の法人該当性について検討したことにつき、
⑯ 法人概念は私法からの借用概念であり、私法上の法人概念もその要件をめぐって様々な
解釈がありうる。法人概念を私法上整理し、その要件を具体化・明確化することが解決の
一つのアプローチとなる。そのためには民法学や商法学等の私法のこの分野の発展を、公
法である租税法側から促進していくことも必要である。
⑰ もう一つのアプローチとしては、税法に規定を盛り込むという方法が挙げられる。税法
に規定をするというアプローチでも、⑴アメリカのようにチェック・ザ・ボックスルール
を導入し、一定の事業体につきその課税方式を納税者の選択にゆだねる方法や、⑵ドイツ
の所得税法・法人税法に見られるように、民事法上の取扱いに関わらず、その外国企業の
法的構造及び経済的機能という観点から、内国租税法上の類似する内国企業体を決定する
方法、⑶キントナー規則のように納税主体として課税されるのに必要な要件を国内租税法
において掲げ、外国事業体についてそれを基に判断を行う方法等が考えられる。どのアプ
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ローチを採るにしても、結局は法人とそれ以外のものを区別する基準（⑴についても、税
務上当然法人として扱う事業体をどう区分するのか）を設定する必要があり、この中では、
第１章で検討した法人税の課税根拠論に基づいた議論が行われる必要があるように思われ
る。なぜなら、税務上「法人」として課税されるべき事業体を税法において規定し、現行
の私法における「法人」概念によらないとする以上、「なぜその事業体に法人課税を行うの
か」という議論がより必要性を増すためである。
今後の課題としては、以下のような点が挙げられる。税制の構築において事業体ごとに
導管性の程度をどのように決定づけるのかという点について、法人課税の根拠や執行コス
ト、財政上の要請等をその決定要因として挙げたが、政策的な問題が多く、具体的にどの
ような点を重視し導管性調整を行えばよいのかという点は更なる検討を要するものと思わ
れる。また、法人税と所得税との統合手段等、原則とする課税ルールとは異なる課税ルー
ルを用いる場合に、なぜそれを用いるのかという根拠を明確にする必要があるように思わ
れ、また、「導管性」の概念についても、もっと精緻化を図る必要があるように感じられた。
日本における主な事業体を一挙に取り上げ検討したことにつき、その私法・税法上の取
扱いや考え方を横断的に比較・分析できたことは、私個人として大いに勉強になった点で
ある。特に私法との関連については、「法人」概念やその他の事業体を考える上でも大変重
要なものであり、私法と税法の重畳的な関係を理解した上で事業体課税を考えることが肝
要である。また、本稿で示したように導管性の程度をどのように調整していくかにつき、
それぞれの事業体について整理し、その理由・根拠を明確にしていくことが必要であろう。
今後の研究課題として、これらの事業体、特に組合・信託や外国事業体等に対する税制の
あり方について、もっと踏み込んだ議論ができるよう、これらの現実の利用や実態につい
ての理解を深めていきたいと切に感じている。
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